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はじめに 
第1節 本論文の構成について 
本論文は、自動認識システムで知られる株式会社サトーのイノベーション・マネジメン
トに関する論文である。目的は、サトーの過去におけるイノベーションの実績を認識し、
現在のイノベーション・マネジメントの妥当性を検証した上で、未来に向けてサトーなら
ではのイノベーション・マネジメントの在り方を提言することである。 
研究の方法論は以下の通りである。まず過去の検証に関しては、株式会社サトーの社史
と社員へのインタビューを通じて事実関係を洗い出し、これをイノベーションの文脈によ
って捉え返した。 
現在のイノベーション・マネジメントに関する検証では、サトーの基幹となるナレッジ・
マネジメント・システムであり、当社のマーケティング機能も兼ねる「三行提報」に着目
し、その特徴と限界の分析を行った。 
未来に関するイノベーション・マネジメントについては、サトーの過去・現在を踏まえ
た上で、イノベーションに関する先行研究における知見を活用して、サトーが今後も成長・
発展を続けていくために必要となるシステムの提案を行った。 
上記内容を、以下の章立てで説明していく。 
z 第 1章 産業構造の変化と事業内容の変遷 
 過去に関するイノベーションを検証する。主に事業レベルの、ドラスティックなイノベ
ーションにおいて何が行われたのか、事実関係を明らかにしながら検証を進める。 
z 第 2章 電子プリンタにおけるライフサイクルイノベーション 
 引き続き、過去に関するイノベーションを検証する。ここではバーコード業界にて足場
を固めた後、いかなるイノベーションによって市場の拡大と深耕を図っていったのかを明
らかにする。 
z 第 3章 サトーの個性と今後のイノベーション・マネジメント戦略 
 現在と未来のイノベーション・マネジメントについて検証を行う。まず現在に関する議
論として、三行提報の特徴と限界を明らかにする。その後、未来に向けてサトーが行って
いくべきイノベーション・マネジメントについて、システム提案を通じて議論を進めてい
く。 
 以上が本論文の構成である。なお、上記内容の議論を進めていくにあたって、議論の土
台となる先行研究がある。以下ではこれら先行研究に関する説明を行う。 
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第2節 先行研究 
本節では、本論文の議論において重要なコンセプトとなる先行研究を紹介する。そのコ
ンセプトとは「ライフサイクルイノベーション」、「破壊的イノベーション」、および「チェ
ーン・リンク・モデル」である。 
第1項 ライフサイクルイノベーション 
ライフサイクルイノベーションとは、製品（またはサービス）のライフサイクルに着目
し、ライフサイクルの各段階においていかなるイノベーション・マネジメントを行ってい
くべきかを議論した理論である（[1]）。本理論の特徴は、従来は一部の天才発明家、革命的
芸術家、野心的企業家が生み出す劇的な変革だけを対象にするのではなく、市場が成長、
成熟、さらには衰退フェーズに入った後にもイノベーションがある、ということを提言し
ている点にある。したがって、企業は自社製品のライフサイクル上の位置を認識すれば、
後は本理論を通じて何らかの処方が得られるのである。以下、各イノベーションについて
解説を進めていく。 
 
図 1 多様なイノベーション・タイプ 
 図 1に示すように、イノベーションには 14種類のタイプがある。そして、これらのイノ
ベーションは 4 つのゾーンに分けることができる。4 つのゾーンとは、「製品リーダーシッ
プ・ゾーン」、「顧客インティマシー・ゾーン」、「オペレーショナル・エクセレンス・ゾー
ン」、および「カテゴリー再生ゾーン」である（図 2）。各イノベーション・ゾーンと、そ
れに属するイノベーション・タイプの関係を表 1に示す。 
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図 2 4つのイノベーション・ゾーン 
製品リーダーシップ・ 
ゾーン 
顧客インティマシー・ 
ゾーン 
オペレーショナル・ 
エクセレンス・ゾーン 
カテゴリー再生ゾーン 
破壊的イノベーション 製品ライン拡張 
イノベーション 
バリュー・ 
エンジニアリング・ 
イノベーション 
自立再生 
イノベーション 
アプリケーション・ 
イノベーション 
機能強化 
イノベーション 
インテグレーション・ 
イノベーション 
企業買収再生 
イノベーション 
製品イノベーション マーケティング・ 
イノベーション 
プロセス・ 
イノベーション 
収穫・撤退 
プラットフォーム・ 
イノベーション 
顧客エクスペリエンス・
イノベーション 
バリュー・ 
マイグレーション・ 
イノベーション 
 
表 1 イノベーション・ゾーンとイノベーション・タイプの関係 
① 製品リーダーシップ・ゾーン 
 本ゾーンにおけるイノベーション・タイプは、市場が成長期にあるときに有効である。
以下にそれぞれのイノベーションの内容を示す。 
z 破壊的イノベーション：今までになかった技術やビジネスモデルによって新しい市場
を創出するイノベーションである。例としては、アップルの iPodや iTunesが挙げられ
る。本イノベーションは、既存の標準やバリュー・チェーンとの互換性が無く、独自
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の市場を一から作り出すこととなる。 
z アプリケーション・イノベーション：ソリューション・イノベーションとも呼ばれる。
既存の技術の今までになかった応用分野を発見することで、新規市場を作り出すイノ
ベーションである。 
z 製品イノベーション：既存の市場における既存の製品に対して、前例がない機能を追
加することで差別化を図るイノベーションである。例としては、自動車のハイブリッ
ド・エンジンが挙げられる。このイノベーションは製品の迅速な市場投入が重要とな
る。また、特許によって競合他社の参入を長期的に阻むことができる場合もあるイノ
ベーションである。 
z プラットフォーム・イノベーション：下位にある既存技術の複雑性を隠すための単純
化階層を導入するイノベーションである。これにより、次世代の製品が新しい価値提
案にフォーカスできるようになる。例としては、クアルコムが CDMA技術を自社製品
の差別化のための構成要素から、第三世代携帯電話の構成要素へと変革したこと等が
挙げられる。 
② 顧客インティマシー・ゾーン 
 本ゾーンにおけるイノベーション・タイプは、市場の成熟期において有効なイノベーシ
ョンである。以下にそれぞれのイノベーションの内容を示す。 
z 製品ライン拡張イノベーション：既存の製品に構造的な変更を加え、独立したサブカ
テゴリーを作り出すためのイノベーションである。ここでの目標は、新しい顧客ベー
スを作り出すか、または既存の顧客とより密接に結び付くことで成熟市場を拡大する
ことである。例としては、自動車業界におけるミニバンや SUVの導入が挙げられる。 
z 機能強化イノベーション：製品ライン拡張イノベーションの方向性をさらに進めてい
き、より細かい変更を基盤からより離れた部分で行うイノベーションである。コモデ
ィティ化しつつある市場で、再度顧客の関心を呼び起こすことが目的である。例とし
ては、自動車におけるカーナビが挙げられる。 
z マーケティング・イノベーション：購買プロセスでの潜在的顧客とのやり取りにおけ
る差別化にフォーカスしたイノベーションである。ここでの目標は、競合他社に対し
て製品で勝負するのではなく、販売方式で勝負することである。例としては、TVドラ
マにおける商品の使用が挙げられる。 
z 顧客エクスペリエンス・イノベーション：顧客との親密さを極限まで追求したイノベ
ーションである。ここでの製品はコモディティ化しており、顧客にとって製品の選択
リスクはない。例としては、宿泊客の新聞の好みを記録しているビジネスホテル・チ
ェーンが挙げられる。 
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③ オペレーショナル・エクセレンス・ゾーン 
ここに属するイノベーション・タイプは、顧客インティマシー・ゾーンと同じく、市場
が成熟期にあるときに有効である。以下にそれぞれのイノベーションの内容を示す。 
z バリュー・エンジニアリング・イノベーション：既に確立した製品の外部的な属性を
変えることなく、原料や製造プロセスのコスト削減を行うイノベーションである。初
期の設計においては手作業で統合されていた高コストの構成要素を、低コストの標準
的部品や統合済みのサブシステムで置き換えるような場合が相当する。 
z インテグレーション・イノベーション：多様な構成要素を一つの集中管理型システム
に統合することで、顧客の維持管理コストを削減するイノベーションである。データ
センター・システム管理やプリンタ／ファックス／コピーのデジタル複合機がこれに
該当する。 
z プロセス・イノベーション：製品ではなく、それを作り出すプロセスから無駄を排除
することで利益率を向上させるイノベーションである。トヨタのかんばん方式や DELL
コンピュータの直販モデルがこれに該当する。 
z バリュー・マイグレーション・イノベーション：バリュー・チェーン内のコモディテ
ィ化しつつある構成要素から離れて、より利益率が高い領域にビジネスモデルをシフ
トしていくイノベーションである。例としては、製品から消耗品へのシフト、製品が
陳腐化しつつあるベンダーのコンサルティング事業の強化等が挙げられる。 
④ カテゴリー再生ゾーン 
 ここに属するイノベーション・タイプは、将来的な価値創造が不可能になった市場のた
めのものである。以下にそれぞれのイノベーションの内容を示す。 
z 自立再生イノベーション：自社内の資源を使って、成長する新規市場に自社の方向性
を変更するイノベーションである。ここでは最も重要な顧客との関係を維持し、その
顧客が持つ新しい問題を発見することで方向性の変更を行うことが多い。例としては
IBMの Eコマース事業へのシフトが挙げられる。 
z 企業買収再生イノベーション：これは、カテゴリー再生の問題を自社が買収するか、
自社が買収されることで解決するイノベーションである。例えばロータス社は、自社
単独ではノーツ市場を再生できないと判断し、IBM に自社を売却した。これにより、
ノーツ市場での成功に必要な強力な販売力とサービス機能を獲得したのである。 
 以上がライフサイクルイノベーションの概要となる。ポイントは、製品やサービスには
そのライフサイクル上の位置に応じて、それぞれ適切なイノベーションがあるということ
である。企業は自社製品のライフサイクル上の位置を正しく認識しさえすれば、適切なイ
ノベーション・サービスを通じて市場から更なる収益を得ることが可能となるのである。 
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第2項 破壊的イノベーション 
① 「ローエンド型破壊」と「新市場型破壊」 
破壊的イノベーションとは、企業が市場に対してインパクトのある製品を提供すること
で、既存の市場を破壊し独占的利益を得ることができるようなイノベーションである。破
壊的イノベーションには二種類あり、一つが「ローエンド型破壊」、もう一つが「新市場型
破壊」である（図 3）（[2]）。 
 
図 3 破壊的イノベーション：「ローエンド型破壊」と「新市場型破壊」 
ローエンド型破壊とは、技術の進歩が市場のニーズを追い越し、ユーザーにとって過剰
性能となっている状態に対し、従来の製品よりも機能を簡略化した廉価版をリリースする
ことで、既存の市場を破壊し利益を得る方法である。 
ローエンド破壊の一例は、韓国の自動車メーカーによる北米市場参入である。現代や起
亜は、アメリカ車の馬力や日本車の品質レベルを求めない顧客層に対し、必要十分な性能・
品質のクルマを安価に提供することで、市場を侵食することに成功したのである。 
一方新市場型破壊とは、従来は消費が無かった状況に対して製品を投入し、新製品を使
う方が便利だと気付いた顧客を主流市場から新市場に引きずり込むことで利益を得る方法
である。 
新市場型破壊の例としては、パソコンや初代トランジスタラジオが挙げられる。これら
の製品は当初の顧客が新規顧客であり、顧客は前の世代の製品を所有したことが無かった。
パソコンはやがて性能向上するにつれて大型コンピュータにとって代わり、トランジスタ
ラジオは真空管市場を壊滅させた。 
サトーにも、新市場型破壊製品がある。それはハンドラベラーである。ハンドラベラー
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は、従来は手貼りで行っていた値付け作業を省力化した機械であり、当然のことながら本
製品の登場前にこの製品のユーザーはいなかった。そして、市場にリリースされると急速
に普及し、サトーに大きな利益をもたらしたのである。 
以上、企業が大きな収益を上げるために有効な、二つの破壊的イノベーションについて
解説を行った。次は、これらイノベーションをどのようにして起こしていくか、その方法
を検証する。 
② 「困っている人」を見つける 
破壊的イノベーションは、従来の市場細分化に基づくマーケティング手法では発生させ
ることができない。市場細分化は、同じ製品やサービスが全員にアピールするほど似通っ
た顧客群を特定することは得意だが、製品にどのような特徴や機能を付加すれば売れるか
という点に関しては、一切情報を与えてくれるものではないからである。 
では、どうすればよいか。それには「状況ベースの区分」に基づいたマーケティングを
行えばよい。「困っている人」を探し、その「用事」を特定し、解決策を提供するのである。
特に、多くの人が片付けようとしているが、これまでどんな製品もうまくこなせなかった
用事を特定し解決策を提供できれば、これを足掛かりに持続的な成長を享受することがで
きる。 
サトーがこれまで世に出してきた製品の中にも、「困っている人」を見つけて製品を提供
し、その後の持続的な成長を行った製品がある。自動結束機とハンドラベラーである。 
自動結束機は、佐藤陽社長（当時）が朝日新聞社の梱包作業を見て非常に労働集約的で
あることを知り、省力化を図るために開発した製品である。新聞社は当時、梱包作業を行
う出稼ぎ労働者が収穫期には帰省してしまうため、労働力不足に悩まされていた。梱包作
業（「用事」）に「困っていた」新聞社にとって、有効な解決策となったのである。その後、
自動結束機は長尺物対応やプレス機能といった市場要望に応えることで、持続的な成長を
行っていった。 
ハンドラベラーは戦時中の 1942年に佐藤陽社長（当時）が松坂屋にて値付け作業の大変
さを知り、その後 1960年の感圧粘着紙との出会いをきっかけに発明された製品である。こ
のとき「困っていた人」は松坂屋の値付けを担当していた従業員であり、「片付けたい用事」
は根付け作業であった。ハンドラベラーはこの用事の解決策であったために市場に歓迎さ
れ、その後も市場要望に応えながら製品ラインナップを拡充していくのである。 
上記二例より、佐藤陽社長（当時）は偶然にも、最新イノベーション理論で提案されて
いるマーケティング手法をきれいに実践していたことが分かる。この「まだ世の中にニー
ズを満たす製品がまだ存在しない市場ニーズ」を発見し、必要な要素技術と出会った段階
で製品化を行うというプロセスを、サトーのイノベーションにおける成功パターンとして
認識する必要がある。 
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第3項 イノベーションのトータル・プロセス 
本項では、イノベーションが起こるトータル・プロセスを二種類紹介する。「リニア・モ
デル」と「チェーン・リンク・モデル」である（[3]）。 
① リニア・モデル 
リニア・モデルとは、研究・開発・生産・販売／サービスという一連の流れが一方向で
直線的に進むモデルである（図 4）。ここでは、一度次の段階に進むと前段階へのフィード
バック等は行われない。このモデルに基づく研究開発フローが上手くいくのは、研究開発
の成果が売れると判っている時である。例えば、癌の特効薬や育毛剤、皺の取れる薬等で
ある。この場合、製品の標的となる市場は明白である。 
しかし、多くの製品では研究開発段階において、製品が売れるかどうかの判断は難しい。
すなわち、市場ニーズは顕在化されていない。この場合、リニア・モデルはイノベーショ
ンを起こすプロセスとしては不適当となる。 
 
図 4 リニア・モデル 
② チェーン・リンク・モデル 
チェーン・リンク・モデルとは、潜在的市場を発見してから製品を販売するまでのプロ
セスをモデル化したものである。図 5に構成を示す。 
チェーン・リンク・モデルにおけるイノベーション・プロセスは複雑である。まず、主
要なプロセスは潜在的市場の発見から始まり、投資や研究開発、詳細設計とテスト、再設
計と生産、そして市場での販売とサービスへと繋がるが、各段階からはそれ以前の段階へ
のフィードバックが行われる。特に、販売してから潜在市場の位置づけに関するフィード
バックは重要視される。 
この他に急進的なイノベーション・プロセスがある。このプロセスでは、投資・研究開
発、詳細設計・テスト、再設計・生産の各段階において、自社の技術的プラットフォーム
の変更が行われる。プラットフォームの変更を通じて、様々な試作型を再構成するのであ
る。これを実現するためには、プラットフォームが柔軟で、十分にモジュール化されてい
る必要がある。 
チェーン・リンク・モデルには調査機能が含まれる。調査機能は企業のビジョンと整合
性を取りながら、技術と市場の不確定性に向き合っていく役割を担っているのである。こ
の役割は、顧客や市場から隔離された環境で基礎研究を行っていた従来の研究機関の姿か
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らはかけ離れている。これは、中央研究所が有望な技術を開発していたにも関わらず収益
に直結しなかった、米ゼロックスのパロアルト研究所の反省を込めてのものである。 
チェーン・リンク・モデルにおいて、イノベーションの担い手は実際に業務を進める社
員のコミュニティである。このコミュニティには、研究開発担当者だけではなく、営業や
サービス担当者も含まれていることが望ましい。それぞれの担当者ごとのコミュニティが
相互にさらに交流することによって、全体として網羅的な知識体系が構築されることが重
要なのである。 
企業固有の知識も、チェーン・リンク・モデルの重要な構成要素である。これは企業の
従業員、技術的プラットフォーム、製品およびプロセスに体現される。 
チェーン・リンク・モデルには様々なフィードバックや知識の流れがあり、複雑で分か
りにくい。しかし、重要なポイントははっきりしている。それは、重要顧客と共同して製
品開発し、試作品のテスト投入とそこで知り得た知見を次の改良プロセスへフィードバッ
クすることを繰り返すことである。これにより、既存市場における持続的な改善以上の成
果を得ることを目指すのである。 
 
 
図 5 チェーン・リンク・モデル 
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第1章 産業構造の変化と事業内容の変遷 
本章では、株式会社サトーがいかにして創業し、初期の混乱期を乗り越え、事業を安定
させるに至ったかを、イノベーションの観点から検証する。事実関係は、株式会社サトー
の社史（[4][5][6][7][8]）に記載された内容と、社員の方々へのインタビューより得た知見に
基づく（「第 1章第 10節電子プリンタ」と「第 1章第 11節カーボン・リボン」の一部内容
がインタビューに基づく。注記あり）。 
まず、サトーの事業内容の変遷を俯瞰する（図 6）。サトーは戦時中の竹の組立箱製造に
始まり、そこでの労働力不足から竹工機械を開発、それをラタン・ヤシ加工機械に製品展
開した。そして竹籠需要の減少と東南アジア諸国の政情不安の中、国内や先進国向けの安
定した事業を意図して自動結束機を開発した。また、感圧粘着紙との出会いから、戦時中
に松坂屋で見た値付け作業の大変さを省力化するハンドラベラーの開発を行った。この時
期、当時ラベルの品質が低かったことから、ラベルの自社製造も開始している。 
竹工機械からハンドラベラーやラベル製造に乗り出した時期までは、これまで市場が無
く、新たに市場を創出するような事業展開だった。すなわち、新産業創出を行っていた。 
次に感圧粘着紙やローラーインキ（いずれもハンドラベラーのサプライ製品）の内製化、
そして電子プリンタの開発を行った。これらの製品展開においては、いずれの場合も既に
市場が存在していた。したがってサトーは、安定成長期を迎えた市場の中で持続的にイノ
ベーションを行うことで、企業として成長してきたと考えられる。 
サトーの手がけてきた数々の事業を統一的に検証するため、事業を以下の 4 カテゴリーに
分類していくこととする。 
z 新産業創出・新要素技術導入 
z 既存産業・新要素技術導入 
z 新産業創出・既存技術 
z 既存産業・既存技術 
「新産業創出」とは、市場に従来無い製品を投入することで潜在的市場ニーズに応える
事業展開である。これとは反対に、すでに顕在化している市場ニーズに対して行う事業展
開が「既存産業」となる。 
次に「新要素技術導入」とは、新たな事業を展開する際、既存の自社技術では対応でき
ないため、新たな要素技術を外部から導入することである。これとは反対に自社技術だけ
で新事業を行う場合、「既存技術」型に分類される。 
以下、上記基準によってサトーの各年代における事業展開を分類していき、その歴史の
中で事業展開の仕方がどのように移行していったかを明らかにしていく。 
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図 6 産業構造の変化と株式会社サトーの事業内容の変遷 
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第1節 竹製組立箱 
第1項 竹製組立箱を手掛けるきっかけ 
株式会社サトーの創業は 1940年である。社名は「佐藤式竹工機械製作所」といった。社
名の示す通り、当時の事業内容は竹を加工するための機械（以後竹工機械と記述）の製造・
販売であった。 
竹工機械の製造・販売によって創業が行われたのは、以下のような事情による。戦時中、
兵器を初めとする戦争のための物資輸送は、木材資材によって梱包されて行われていた。
戦争の物流は膨大な量に上るため、やがて木材が不足するようになった。このような事態
を問題視し、軽量な物資については竹によって代用できないかと考えた人物がいた。 
その人物とは、株式会社サトーの創業者佐藤陽氏の父親、佐藤清治氏である。佐藤清治
氏は後に日本通運に相当する会社の社長となる人物から、木材資材の代用品開発について
相談を受けていた。そして、木材とは異なりわずか一年で生えてくる竹を利用して、梱包
用の組立箱を製造することを考えたのである。 
第2項 竹製組立箱の開発と事業展開 
竹製組立箱の開発は佐藤親子を中心に進められた（図 7）。また、埼玉県竹工組合が試作
を行った。完成後、竹製組立箱は佐藤清治氏の手によって陸軍に持ち込まれた。 
陸軍は直ちに竹製組立箱の有用性を認め、当時軍事協力が不足していると目されていた
松坂屋に対し、竹製組立箱の製造を行うよう命令した。松坂屋は子会社を設立し、製造に
当たることとなった。 
松坂屋の子会社は常盤竹材工業といった。実際の製造には、それまで松坂屋にスダレ等
の竹製品を納入していた業者に当たらせた。これらの業者を軍需工場に指定し、人員を導
入していったのである。佐藤親子は竹製組立箱の生産指導のため、全国の竹加工工場を飛
び回った。収入に関しては、竹製組立箱一つにつきいくら、というロイヤルティー収入を
受け取る契約となっていた。 
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図 7 竹製組立箱 
第3項 竹製組立箱とイノベーション 
佐藤親子の作成した竹製組立箱が陸軍の注目を集めたのは、竹籠という従来からある製
品に対して、「組み立て式」とすることで再利用可能にしたためであろう。これは、従来か
らある製品に対して前例のない機能を追加した「製品イノベーション」である。佐藤親子
の発明家としての才能が発揮された典型的な事例である。 
ただし、本事業においては、父佐藤清治氏が「木材に代わる梱包資材が欲しい」という
ニーズを聞き付けたことが極めて重要である。これにより、今日のサトーがあるのである。
清治氏は戦前より事業家として活躍してきたため、人脈があったのであろう。 
竹製組立箱は、竹籠自体はそれ以前よりあったことから、既存市場に向けた製品であっ
た。一方、技術的には組み立て式という新機軸を打ち出し、埼玉竹工組合の協力を得てい
ることから、新要素技術の導入はあったと考えられる。したがって、竹製組立箱事業は「既
存産業・新要素技術導入」型事業である（図 6）。 
第2節 竹工機械 
第1項 竹工機械を手掛けるきっかけ 
佐藤親子は竹の組立箱の事業を軌道に乗せるべく、日夜技術指導に奔走していた。一方、
竹職人は、一人前になるまでにおよそ 5 年かかるといわれる。ところが職人達は次々に戦
争に召集され、佐藤親子がいくら技術指導をしても人手が足りず、ついに生産がおぼつか
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ない状態に追い込まれてしまった。 
佐藤陽氏は、竹職人が行っていた作業の機械化により、人手の足りない問題を解消しよ
うと考えた。そこで、竹工機械を製作している企業があるか調査したが、そのような機械
自体存在しないことが判明した。そこで、自らの手で竹工機械を開発することを考えたの
である（図 8）。 
第2項 竹工機械の開発 
竹工機械の設計は佐藤陽氏が行い、部品の鋳造や機械加工は川口の製造所に発注した。
組み立ては自社で行った。こうして、まず竹剥ぎ機が完成した。竹剥ぎ加工は職人不在に
よって最も困っていた工程であった。完成した機械はただちに竹加工工場に持ち込まれ、
運用が始まった。佐藤陽氏は引き続き、丸竹分割機械の開発に取り組んだ。 
 
図 8 竹工機械 
第3項 佐藤竹工機械製作所の設立 
佐藤陽氏は竹工機械を手掛け始めた 1940年（昭和 15年）、佐藤竹工機械製作所を設立し
た。株式会社サトーの創業である。佐藤陽氏は社長に就任し、以後 1990年（平成 2年）に
会長職に退くまで、50年に渡ってサトーを経営していくことになるのである。 
第4項 竹工機械の事業展開 
当時、梱包資材の不足に悩まされていたのは、軍だけではなかった。その頃の日本では、
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地方から野菜や果物を運ぶ際は竹籠が利用されていたが、竹職人の徴兵によりこれも不足
していた。そこで、佐藤竹工機械製作所が竹工機械を開発したと聞き付け、農家や製樽業
者が竹剥ぎ機械等の照会をしてきたのである。このようにして、佐藤竹工機械製作所と市
場との関係が始まった。1945年（昭和 20年）には竹工機械は本格的に販売開始され、終戦
直後の混乱期における食糧輸送において、竹籠製造の省力化を通じて非常に重大な貢献を
行った。 
この頃の顧客からの引き合いとしては、茨城県古川・猿島地方の農業組合および埼玉県
北埼玉郡の梨出荷組合から竹剥ぎ機について引き合いがあった。また、山梨県勝沼町のぶ
どう籠屋は、実際に竹剥ぎ機を購入していった。 
また、製樽業者からは、樽のたがに使う竹加工の機械を開発するよう強硬な要望があっ
た。佐藤竹工機械製作所は、1947 年にたが加工機を完成させ、製樽業者にデモを行った。
しかし、このとき製樽業者には今ひとつ買い気が見られなかったそうである。理由として
は、当時ガラスの瓶が普及し始めており、製樽業者は樽の将来性を懸念していたためと推
測される。 
農家は竹籠を非常に必要としていたものの、佐藤側に竹の加工を依頼するだけで、竹剥
ぎ機自体を購入しようとはしなかった。そこで佐藤陽氏は、従来の竹剥ぎ機が農家にとっ
て過剰性能・高価格であると推測し、小型竹剥ぎ機の開発に着手した。本機は 1948年（昭
和 23年）には完成し、従来機械を購入しなかったほとんどの業者に対し、小型竹剥ぎ機を
販売することに成功した。 
やがて、新しい顧客セグメントが現れた。公的な職業訓練機関である。元日産コンツェ
ルン総帥の鮎川義介は、財団法人農村工業中央講習所を設立していた。やがて GHQにより
鮎川が追放されたため、農水省が事業を継承した。そして活動の一環として竹工技術の指
導を実施していた。 
そこで、竹工機械及び工具には、佐藤竹工機械製作所の丸竹分割機械、竹剥ぎ機、丸竹
横切り機、内節・内肉削り機械、幅決め機械、万能竹削り機、中細割り機械等が採用され
た。そして講習修了者には農林省が優先的に融資を行い、多くの修了者が佐藤竹工機械製
作所の機械を購入していったのである。 
公的な機関からの受注はその後も行われ、佐藤の竹工機械は授産所、刑務所、工業試験
所における野菜籠や果物籠の生産に使用された。受注内容としては、丸竹分割機械、竹割
機、竹剥ぎ機械、内節・内肉削り機械、中細割・幅決め兼用機等が挙げられる。 
その後、1955年（昭和 30年）あたりまで、竹工機械は全国の竹工組合を中心に販売され
ていった。しかし 1958 年（昭和 33 年）頃には受注量は減少していった。日本の農産物の
輸送に段ボールが利用され始め、竹籠需要が減少していったためである。 
竹工機械の販売は、ラタン・ヤシ加工機械とともに東南アジア諸国に対する賠償金ビジ
ネスの一環として進められ、対象となる市場を海外にシフトしていった。 
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第5項 竹工機械とイノベーション 
竹工機械の誕生は「破壊的イノベーション」であった。なぜなら竹工機械以前に竹工機
械市場はなく、製品化によって市場が誕生したからである。すなわち、新産業創出が行わ
れたのである。竹工機械はその後、「製品ライン拡張イノベーション」によってバリエーシ
ョンを増やしていった。この頃より、サトーは顧客との親密な関係を築き、そのニーズに
応えることで成長していく、という成功パターンを確立していたことが判る。 
竹工機械は新産業を創出した。また、技術に関しては従来の竹製組立箱から一気に飛躍
して、機械製造に着手している。よって新要素技術の導入があったと考えられる。結論と
して、竹工機械は「新産業創出・新要素技術導入」型事業であったといえる（図 6）。 
第3節 ラタン・ヤシ加工機械 
第1項 開発の経緯 
1952 年（昭和 27 年）、日本を訪れていたフィリピンのキリノ大統領の弟であるアントニ
オ・キリノ大審院長の夫人が、帝国ホテルの売店にある竹製品を見て、「この竹製品を作る
加工機械を全部欲しい」と言い出した。夫妻は帝国ホテルと取引相手だった日本鋼管のス
タッフに竹工機械メーカーを探し出すよう命じ、やがて佐藤竹工機械製作所に連絡が入っ
た。 
キリノ夫妻は英文カタログに載っていた竹工機械をすべて購入するといい、ただし佐藤
陽社長（当時）自身がフィリピンに技術指導に来ることと条件を付けた。また、支払いは
日本鋼管に保証させるといった。佐藤は快諾し、竹工機械プラント一式を受注することと
なった。 
1954 年（昭和 29 年）、佐藤陽社長（当時）は約束通り技術指導のためフィリピンの地に
降り立った。これが初めての海外出張であった。この出張中、佐藤はラタン、ヤシ加工機
械の開発依頼をアキノ夫人より受ける。フィリピンではラタンの家具は古くから作られ使
用されているが、加工は昔から手作業であった。これを機械導入によって省力化し、コス
ト削減によってさらなる需要の喚起を行いたいとのことであった。また、ヤシについては、
ヤシの殻から繊維を取り出しロープやマット、タワシを作ることが以前より行われていた
が、これもほとんどの工程が手作業で行われており、機械化による省力化を行いたいとの
ことであった。 
佐藤陽社長（当時）は、ラタンやヤシが日本にはない素材であることから、この出張中
に機械の設計を終え、日本に設計書を送付した。そしてこの年（1954 年）のうちにラタン
加工機械、ヤシ加工機械一式を完成させたのである（図 9）。また、ラタン・ヤシ加工機械
の英文・インドネシア語・スペイン語・中国語のカタログの作成も行った。佐藤はフィリ
ピン出張中にやがて行われる賠償金ビジネスの概要について聞かされており、外国語カタ
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ログの作成はこれに備えたものだと考えられる。そして、実際に 1956 年（昭和 31 年）よ
り始まる日本の戦時賠償ビジネスにおいて、大きな成功を収めることとなるのである。 
 
図 9 ラタン・ヤシ加工機械 
第2項 戦時賠償金ビジネス 
戦後、日本は戦時賠償を行うこととなった。賠償の対象となる国は、以下の二条件を満
たす国である。 
①平和条約によって賠償請求権を持つと規定された国 
②日本軍に占領されて被害を受けた国 
これに基づき、サンフランシスコ平和条約ないしそれに準ずる平和条約を締結した以下
の国々が、戦時賠償を受け取ることとなったのである。 
国名 金額 協定締結日 
ビルマ連邦 720億円 1955年（昭和 30年）11月 5日 
フィリピン 1980億円 1956年（昭和 31年）5月 9日 
インドネシア 803億 880万円 1958年（昭和 33年）1月 20日 
南ベトナム共和国 140億 4,000万円 1959年（昭和 34年）5月 13日 
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佐藤陽社長（当時）は、1954 年のフィリピン出張の際、ラタン・ヤシ加工機械の開発依
頼を受けるとともに、竹・ラタン・ヤシ加工機械をフィリピン賠償の賠償指定物資に指定
するよう依頼していた。また、その他の被賠償国のビジネスにおいても、日本の商社と連
携し準備を進めていた。 
戦時賠償に関する入札は、1957年（昭和 32年）のフィリピン賠償を皮切りに 1960年の
南ベトナム賠償まで行われた。この戦時賠償における佐藤竹工機械製作所の成果は下記の
通りである。 
国名 入札時期 落札内容 機械台数 売上 
フィリピン 1957年（昭和 32年）
～1958年（昭和 33年）
竹工プラント 
ラタンプラント 
ヤシプラント 
404台 1億 7,700億円 
インドネシア 1958年（昭和 33年） ラタンプラント 
ヤシプラント 
65台 2,420万円 
ビルマ 不明 竹工プラント 
ラタンプラント 
21台 不明 
南ベトナム 1960年（昭和 35年） ヤシ加工機械 11台 755万円 
当時の売上規模は、賠償以外では 1ヶ月 1,200万円程度であった。また大卒初任給は 1万
円の時代であった。約 1年半分の売上を、1957年から 1960年の約 4年間に渡って追加で稼
いでいたのである。上記以外にも、インド中央政府復興省、インドアッサム州政府、セイ
ロン政府、マレーシアの民間企業、南ベトナムの民間企業等と取引があった。また、社員
が各国の建設したプラントに出張し、技術指導に当たっていた。この頃の東南アジア諸国
におけるビジネスを通じて佐藤竹工機械製作所の経営基盤が強固となり、やがて参入する
自動結束機やハンドラベラーといった製品イノベーションを起こす上での原資となったこ
とは、容易に想像できる。 
第3項 ラタン・ヤシ加工機械とイノベーション 
ラタン・ヤシ加工機械は、竹工機械の顧客から潜在的市場ニーズを教えられ、そこに向
けて従来にない製品を投入した「製品イノベーション」である。 
佐藤竹工製作所がラタン・ヤシ加工機械に取り組むきっかけとなったのは、竹工機械の
既存顧客からの要望であった。この経緯は重要である。なぜなら主要顧客による新たな問
題の発見は、市場が衰退期に入った際に企業が行うべき「再生イノベーション」のきっか
けとなるからである。特に、現在の事業内容（竹工機械）では対応できないけれども、解
決に向けてすぐ手を打った（ラタン・ヤシ加工機械を現地滞在中に設計）姿勢が、今日の
サトーにとって学ぶべき重要な点であると考える。 
ラタン・ヤシ加工機械は、これまで手作業であったラタン・ヤシ加工産業を機械化した。
これらは従来なかった機械であることから、「ラタン・ヤシ加工機械」市場という新産業を
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創出したと考えられる。一方、技術的には佐藤陽社長（当時）がフィリピン滞在中に設計
を取りまとめていることから、竹工機械の技術の範疇で対応できたものと推測される。よ
ってラタン・ヤシ加工機械事業は「新産業創出・既存技術」型の事業である（図 6）。 
第4節 自動結束機 
第1項 自動結束機参入の動機 
佐藤竹工機械製作所は、賠償金ビジネスにおいて竹工機械、ラタン加工機械、およびヤ
シ加工機械の落札に成功し、企業として好成績を収めていた。しかし、国内では 1950年代
に入ってから野菜や果物の輸送に段ボールが使われ始めており、いずれ竹工機械市場が縮
小していくことは自明であった。 
また、竹工機械、ラタン加工機械およびヤシ加工機械の主な輸出先である東南アジア諸
国では、国民の貧富の差が激しい上経済援助資金や戦時賠償による資金に関する政治家の
汚職が見られ、いつクーデターが起きてもおかしくない政情不安定な情況にあった。佐藤
陽社長はこの頃、安定した事業を行うためには、欧米、日本等の安定した国々を相手に事
業をしなければならないと常時考えるようになっていた。 
第2項 自動結束機開発のきっかけ 
そんな中、ある日佐藤陽社長（当時）は訪問先の商社で結束機の英文カタログを発見し
た。そして直ちに興味を持ち、その商社で結束機輸入の手続きを取った。特許に関しても
調査を進め、基本特許についてはすでに失効していることを確認した。 
また佐藤陽社長（当時）は朝日新聞の梱包作業を観察し、印刷工程の自動化が進んでい
るのに梱包作業を相変わらず労働集約的に行っている点に気づき、新聞社や大手出版社に
結束機のニーズがあるか確認していた。そこで、確実にニーズがあることを知り、結束機
を竹工機械に代わる次の中心事業に据えることを決心したのである。 
第3項 製品化までの経緯 
1957年（昭和 32年）試作機が完成し、翌年にはさらに量産試作機 5台を完成させ、朝日
新聞社においてユーザーテストを行った。ここで、過酷な使用条件によって様々な問題点
が浮き彫りになったものの、根幹の機構部分には問題が無いことを確認した。佐藤陽社長
（当時）は製品がヒットすることを願い、「ヒット自動結束機」と名づけた（図 10）。自動
結束機は毎日新聞社を皮切りに、大手出版社等へ続々と納入していった。 
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図 10 自動結束機 
第4項 社名変更の実施 
1960年（昭和 35年）、佐藤竹工機械製作所は社名を「サトー機工株式会社」へ変更した。
業容が竹工機械から自動結束機、タレット・ドリル・アタッチメント等へと広がったため
である。 
第5項 自動結束機がもたらした副産物 
ところで、自動結束機を市場にリリースしてまずユーザーから来た要望は、結束に使う
紐の値下げであった。当初は綿紐を使っていたが、国内綿紐メーカーは値下げに応じよう
とはせず、価格交渉は暗礁に乗り上げた状態となった。そこで、佐藤陽社長（当時）は自
動結束機を改造し、安い紐でも結束が行えるようにすることを考えた。 
候補となった安い紐は、ジュート（黄麻）紐である。ジュート紐は価格が綿紐の約 3 分
の 1 であった。素材的には綿紐に比べて紐が固く、また微細な砂塵を含んでいた。このた
め、紐が通過する部分はすべて特殊鋼を採用し焼き入れを行った。 
しかし、佐藤陽社長（当時）はジュート紐と並行して、当時世の中に次第に普及してき
たプラスチックやビニールで紐が出来ないか、検討を進めていた。そして、ジュート紐へ
の対応が完了した直後に、プラスチックメーカーよりビニール紐の試作品が納入されたの
である。 
完成したビニールは平紐であり、表面が平滑であった。このため、自動結束機で結束を
行ったところ結び目が解けてしまい、このままでは自動結束機で使用できないことが判明
した。しかし、1m 当たりの価格がアメリカ製綿紐の約 20 分の 1 であり、また平紐のため
週刊誌や本に紐が食い込んで跡が付くことが無かった。 
営業部門はビニール紐を実用化するよう強く求めた。このため、ビニール紐をただちに
改良し、また自動結束機もさらに強く結束が行えるように改良した。これが「ヒット自動
結束機 強力型」である。前述のジュート紐とビニール紐に対応した「ヒット自動結束機 
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強力型」は、それまでの市場をさらに拡大し、電子部品業界、製缶業界、窯業業界、水産
業界、農協へと用途を広げることに成功したのである。 
第6項 自動結束機のその後 
自動結束機はその後長期に渡って生産され続けた。1989 年（平成元年）には生産がマレ
ーシア工場に移管された。このときは 1987 年（昭和 62 年）から部品調達に関する調査が
開始され、翌 1988年（昭和 63年）12月から従業員の募集が開始された。そして 1989年（平
成元年）より訓練と生産が開始されたのである。こうしてマレーシアでは 1997 年（平成 9
年）まで生産が続けられた。1997 年に生産が中止されたのは、販売見込みが立たなくなっ
たためである。生産中止後は部品を日本の物流センターに集め、部品供給期間である 7 年
間は部品を保持しサポートし続けた。 
第7項 自動結束機とイノベーション 
自動結束機は「破壊的イノベーション」を起こした。なぜならこれまで市場に無い製品
を世に出し、潜在的ニーズに応えたからである。 
一方、自動結束機の開発に必要だった技術は、基本的に竹工機械と変わらなかったと考
えられる。但し、開発に先立って結束機を輸入している。これを手本に、竹工機械等で培
った技術によって開発されたのであろう。 
したがって、自動結束機事業は、「新産業創出・既存技術」型に分類できる（図 6）。 
第5節 ハンドラベラー 
第1項 背景と動機 
1950 年代に入ると、小売業において産業転換が起こり始める。スーパーマーケットの台
頭である。始まりは 1953 年（昭和 28年）12月の「紀ノ国屋青山店」の開店である。その
後、1957 年（昭和 32 年）の「主婦の店ダイエー千林駅前店」の開店などもあり、1959 年
には全国のスーパーマーケットは 1036店舗にまで上っていた。 
佐藤陽氏は戦時中、竹製組立箱製造の関係で出入りしていた松坂屋のバックヤードで、
値付け作業が大変な作業であることを目の当たりにしていた。当時の値付け作業とは、貼
符帳上に並んだ値札に印字器で一つ一つ印字し、それを手でちぎり、水分に浸して粘着剤
を活性化した後に商品に貼付する、という作業であった。百貨店の商品は種類も数も多い
ため、値付け作業は大変な労力を伴うものであった。これを見て、佐藤陽氏はどうにか出
来ないかと、以後思いを抱き続けることになるのである。 
第2項 ハンドラベラー開発のきっかけ 
ハンドラベラーは 1960 年（昭和 35 年）のある日、佐藤陽社長（当時）が薬に付いてい
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た「感圧粘着紙」と出会ったことによって開発が始まった。佐藤は、薬の瓶に貼ってあっ
た値札を何気なく剥がし、裏面がベタベタしていることに気付いた。そして、剥がした値
札が元通り貼り付けることができることを知った。そして不思議な値札だと思い、薬局に
感圧粘着紙を発注した。感圧粘着紙さえあれば、携帯式の価格印字貼付器を開発できると
考えたのである。 
感圧粘着紙を受け取った日、佐藤陽社長（当時）はどのようにして価格印字貼付器を作
っていくか、仕事の合間を見つけては考え続けていた。そしてその日の仕事を終えて事務
所を出るとき、貼符帳を二つに折りポケットに入れようとすると、二つに折ったところの
値札の一部が剥がれてポケットに入らないことに気付いた。 
翌朝、昨夜の値札が剥がれる様子から、携帯式価格印字貼付器の基本となる値札剥離機
構のアイディアを思いつく。そしてこれが突破口となり、貼付器全体のデッサンからラベ
ルの仕様まで構想を一気にまとめたのである。こうしてハンドラベラーは製品化された（図 
11）。 
 
図 11 ハンドラベラー 
第3項 必要な技術とその調達 
サトー機工株式会社は機構設計と開発に技術的ノウハウがあった。しかし、ハンドラベ
ラーの製品化に当たっては、それまでサトーの持たない新たな技術がいくつか存在した。
これらの技術は外部から調達することとなった。外部技術とその調達先を以下に示す。 
技術 調達先 
ラベル製造技術 狭山加工（感圧粘着紙の製造）、後藤シール印刷（値札の印刷とカット）
印字用ゴムバンド 東京・北区の菊池製作所 
スポンジとインキ シャチハタ（自動券売機用に開発したものを採用） 
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第4項 障害となったもの 
ハンドラベラーの開発に着手するきっかけとなったのは、感圧粘着紙の登場である。感
圧粘着紙は 1960 年（昭和 30 年）当時、ようやく国産に成功した段階にあった。また、こ
の感圧粘着紙を使ってラベルを製造する技術も、当時は「手で貼る」ことを前提としてい
たこともあって、ハンドラベラーで使用するには技術的に未熟なレベルであった。手で貼
る場合と、ハンドラベラーで使用する場合の求められる品質の違いは下記の通りである。 
               用途 
特性 
貼符帳のラベル ハンドラベラーの 
ラベル 
深い ○ × ラベルのカット 
浅い ○ × 
ラベルの寸法のバラツキ ○ × 
多い ○ × 粘着剤の 
量 少ない ○ △ 
多い ○ ○ シリコン 
の塗布量 少ない ○ × 
クラフト ○ △ 
感圧粘着紙 
台紙の 
素材 グラシン ○ ○ 
印刷色に対する空調設備 不要 要 
上記に示した通り、ハンドラベラーで求められるラベルの品質は、手貼りの場合に比べ
てはるかに要求レベルが高い。サトー機工は感圧粘着紙メーカー、ラベル印刷メーカーに
品質改善要望を出したものの、メーカー側は手貼りの品質で良いと考えており、改善には
乗り気ではなかった。このため、サトー機工はラベルを返品することもできず、膨大な損
失を抱えるようになってしまった。 
第5項 ラベルの自社製造へ 
佐藤陽社長（当時）は、ラベルメーカーの煮え切らない態度と膨れ上がる返品の山と損
失を前に、ラベルの自社製造を決断した。当時、ラベル印刷機は平打式と呼ばれる方式の
機種が主力であった。この印刷機は印刷速度が毎分 6～10mと非常に遅かった。これに対し、
内海鉄工所が「輪転式ラベル印刷機」を試作していた。この方式だと印刷速度は大幅に高
速化することが期待できた。佐藤は、内海社長が「（開発に）成功するか分からない」とい
うにも関わらず新しい考えを気に入り、この輪転式ラベル印刷機を発注した。 
ラベルを製造するに当たっては、他の問題もあった。それは特許問題である。ラベル印
刷業者は「全日本シール印刷協同組合連合会」を組織し、そのメンバーからシール製造に
関する特許権の譲渡を受け、組合員以外はシールを製造できない仕組みを作っていたので
ある。この問題については、シール組合に加入している組合員の工場に輪転式印刷機を貸
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し与えて、サトー機工の指導の下で品質管理、生産管理を徹底して行うことで乗り切るこ
とにした。 
輪転式ラベル印刷機は 1963年（昭和 38年）6月に完成した。試運転を行ったところ、印
字速度は平打式の約 4倍の毎分 30mを実現したが、印刷中に感圧粘着紙が切れてしまった
り、印刷のムラが出るといった問題があることが明らかになった。しかし、佐藤陽社長（当
時）は、タレット・ドリル・アタッチメントや自動結束機を製造した技術をもってすれば
早期に輪転式ラベル印刷機を完成させることができると考え、この試作機をサトー機工で
引き取ることにした。 
この輪転式ラベル印刷機の試作機には、問題点が二点あった。一点目はラベルをカット
するダイカットローラーの品質に関する問題である。ダイカットローラーを製作する際、
あらかじめ研磨された板状の刃物をローラーに埋め込んでいたため、刃先の高さがまちま
ちになっていたのである。これにより、感圧粘着紙が切れてしまう障害が発生していた。 
もう一つの問題は、印刷する際に使用する輪転式の版に関するものである。試作機では
平らな亜鉛凸版をゴム製のハンマーを使って、「勘」で軽く叩いて曲げながら円筒に取り付
ける方法であったため、亜鉛凸版を正しい円の状態に巻き付けることができず、印刷ムラ
が出てしまっていたのである。 
これらの問題に対し、まずダイカットローラーに関しては焼き入れをした刃物の素材を
予めローラーに圧入し、その後刃先の高さを同一に研磨する方式を採ることで解決した。
また、輪転機用の版については、方眼紙のマス目を印字していた東光写真製版に円筒版製
作を発注することで解決を図った。 
上記の製造設備でラベル製造を開始したものの、円筒版のコストが高すぎ、ラベルの生
産は採算を割ってしまった。そこで、当時入手できる経済的な最大幅の感圧粘着紙を使用
できる高速・大型輪転式ラベル印刷機の開発と、ゴム製の版の製造技術の確立に取り組む
こととなった。 
高速・大型輪転式ラベル印刷機は無事開発が完了し、毎分 50m で印字することが可能と
なった。また、ゴム製の製版技術に関しては、国立千葉大学印刷工学科の竹原助教授（当
時）に指導を受け、製造設備一式を購入の上実用化した。このような経緯を経て、サトー
機工はラベルの自社生産体制の確立を実現することができたのである。 
第6項 ハンドラベラーとイノベーション 
ハンドラベラーは、その登場以前に市場に無い製品であることから、「破壊的イノベーシ
ョン」を起こしたと言える。値付け作業を簡単に行いたいという潜在的な市場ニーズに対
し、見事に応えたのである。 
前例のない製品であることから、ハンドラベラーは新産業を創出したことになる。一方、
技術的には一部インクの取り扱い部分で外部調達があるものの、基本的に自動結束機まで
の機構開発技術によって対応出来たものと考えられる。よってハンドラベラー事業は、「新
 29 
産業創出・既存技術」型事業であると結論づけられる（図 6）。 
一方、ハンドラベラーで使用するラベルに関しては、輪転式印刷機を購入したことから、
新たな要素技術の導入を図っている。そして対象とする顧客はハンドラベラーと全く同一
であることから、新産業を創出したと言える。したがって、ラベル事業は「新産業創出・
新要素技術導入」型に分類される（図 6）。 
第6節 労働争議 
第1項 サトー機工と労働組合 
サトー機工に労働組合が結成されたのは 1970 年（昭和 45 年）のことである。この時期
業容は急拡大しており、1967年（昭和 42年）4月末に 222名だった社員数は、1970年 4月
末には 498 名になっていた。わずか三年間の間に 276 名も増加していたのである。サトー
機工は労務対策として 1970年 5月に人事担当役員を置き、9月には社員から要望が強かっ
た退職金規定を整備して施行した。 
それまで、サトー機工では社員の親睦団体として「導栄会」を設け、会社からの労務対
策の多くはこの会を通じて行われていた。しかし、中途社員が増える中で、本格的な労働
組合の結成に向けた動きが出てきたのである。 
1970年 12月 18日午後 3時頃、大宮工場において突然隣にある氷川神社の境内に集まる
よう社員に対して呼びかけが行われた。「労働組合を結成しよう」ということであった。こ
のことは上尾工場、本社へと広がった。大阪支店と北上工場では翌年 1 月に労働組合が結
成された。労働組合委員長には、当時の社員仲間から最も信望があるといわれていた斉藤
修工場長が就任した。 
1971年 6月、夏季賞与支給の団体交渉の決裂により、初の 24時間ストライキが行われた。
この月には再度 24時間ストが行われている。この夏季賞与に関する交渉がまとまった時点
で、組合は内部からの要望に応え、斎藤委員長以下管理職を外した形での、労働組合法で
認められている組合に組織替えを行った。委員長には中山勝己が就任し、上部団体「日本
労働組合総評議会（総評）全国金属労働組合東京地方本部」（以下「全国金属」と記載）へ
入会し、「サトー機工支部」という組合名称となった。 
全国金属は過激なことをすることで有名であった。しかし、全国金属の闘争主義に批判
的な勢力の台頭により、その加入者数は衰退傾向にあった。このような中で、全国金属は
挽回のための策として、中小企業や未組織の労働者の組織化と加入を働きかけていた。そ
して、サトー機工を潰して、全国金属の名声を高めようと考えたのである。同時期にこの
ような紛争に巻き込まれた全国たくさんの中小企業は、倒産・解散の憂き目に遭ってしま
ったのだった。 
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第2項 激化する労働スト 
1971 年（昭和 46 年）の年末賞与要求では、一週間の時限ストが決行された。このとき、
6回の交渉を経てようやく労使は合意に達した。翌 1972年（昭和 47年）の春闘では、組合
は 30日に渡るストを行った。ストによって業務は滞り、多くの代理店は怒り、特にダイエ
ーや西友は「今後は 2 社購入にする」と通告してくる事態となった。経営面では取締役 3
名の辞任があり、従業員からは 87 名が退職した。そして、7 月末には大宮工場の閉鎖が行
われた。 
また、30 日に渡るストの結果、組合員は賃金カットを受けて生活が脅かされた。この責
任を取って中山委員長が辞任し、後任として長井秀雄委員長が就任した。 
一方、そのような中でも業績は伸び続け、売上高 29 億 7,900 万円（前年比 123.6%）、経
常利益 6 億 1,700 万円（同 124.1%）を記録した。これは北上工場で生産していたハンドラ
ベラーをすべて外注工場での生産に移し、納期通りにハンドラベラーを出荷したためであ
る。 
また、ラベル製造は大宮工場で行っていたが、これを社員二名がサトー機工を退職の上
会社を設立し、この二社に高速・大型輪転式ラベル印刷機を移し、生産を続行した。スト
ライキが行われてもラベルの生産に支障のない体制を作り上げたのである。そして、これ
まで数々の新製品を生み出し、サトー機工発展の基礎を作ってきた大宮工場を閉鎖した。 
上尾工場は自動結束機の生産拠点であったが、定期化していた 3月の賃上げストライキ、
7 月と 12 月の一時金ストライキに備えて自動結束機の在庫を増やしておいて、ストライキ
で生産がストップすると、工場長は気心の知れた数名の管理職と深夜工場に入り、大型ト
ラックに積み込んで出荷することで対処した。 
1973年（昭和 48年）の春闘ストライキは 33日間に及んだ。また、この頃になると組合
は戦術を変え、出荷担当者のみストをさせたり、出荷時間帯を狙ったストを行ったり、半
日ストや全日ストを行って、組合員が賃金カットを受けないように活動を行った。また、
社長宅への深夜の電話やビラ貼り、赤旗の掲揚、シュプレヒコール等嫌がらせ作戦もかな
り行ったようである。 
全国金属からは「会社が持っている土地、建物、機械、預金等の全財産を時価で計算し、
その全金額を組合員の頭数で割り、一人当たりの金額（例えば 300 万円）をより多く獲得
できるようにストライキをやって、会社を潰してしまえ」との指導が行われていた。長井
委員長はこの指導を守った活動を展開した。 
第3項 子会社政策による再生 
1973年（昭和 48年）には、佐藤社長はこの先も過激なストライキが続くのであれば、自
らの手で会社を潰してしまうことも考えていた。しかし、それは行わずに、佐藤は以下の
決心し、子会社政策を断行したのである。 
（1）本当に働く意思があって、会社の意向に賛同する者だけを子会社に転籍させる。 
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（2）仕事の好きな人に経営者的な体験をさせて、将来の経営者を育成する。 
（3）中小企業のサトー機工にとって、これ以外に生きる道はない。失敗は許されない。 
この頃になると、組合内部でも執行部による会社潰しの動きに同調できない組合員が出
てきており、その結果 1973年の夏季一時金獲得闘争、年末一時金獲得闘争ともに短期・ス
ト無しで妥結に至った。また、子会社設立に賛同して組合から除名処分を受ける社員が出
てきた。当時の労働協約はユニオンショップ制で、組合を除名になった者は、会社も解雇
することが原則だった。しかしサトー機工はこの原則を無視し、除名された社員の解雇を
拒否したのである。 
子会社設立は組合員だった社員が中心になった会社もあり、会社が生き返っていく結果
となった。佐藤は設立されていく販売子会社を精力的に巡回し、経営指導に当たっていた。 
翌 1974年、労働組合は解散した。サトー機工は労働争議の時代の暗い印象を払拭するた
め、社名を「株式会社サトー」に改めた。3年 4ヶ月に及んだ労働争議は 240名の退職者を
出し、社員数は半減した。そして、従来独占市場であったハンドラベラーとラベルの市場
を、（株）新盛インダストリーズ、（株）アポロ、トーワ（株）、ワンダー精器（株）、ニッ
ケン（株）、大阪シーリング（株）等に侵食されてしまう結果となった。また、スーパーマ
ーケットや小売店向けのレジスタと軽量プリンタの開発機会を永遠に失ってしまったので
ある。 
労働組合解散後も子会社政策は推し進められ、販売子会社、製造子会社とも業務は活発
化した。販売子会社では売上拡大から利益獲得に意識がシフトし、社員全員が「売上、経
費、利益」を考えるようになったそうである。また、製造子会社は規模が小さかったため、
事務所内では経理、設計、生産管理の社員が肩を並べて仕事をしていた。このため、収支
状況は常に全員に知らされ、受注が少ないと生産管理担当者は販売子会社を巡回して注文
を取り、設計者は販売子会社と一緒にユーザーを回ってユーザーの意向を取り入れた製品
を設計し、全員が子会社の経営について努力するようになったとのことである。 
第4項 労働争議とイノベーション 
ここでは、労働争議対策として踏み切った「子会社政策」に注目したい。子会社政策は
新たなリーダーの育成に繋がった。リーダー育成はイノベーションにおいて重要である。
なぜなら、これまで市場に無い製品を開発し市場に投入するプロセスには、相当強いリー
ダーシップが求められると考えられるからである。 
また、小規模な会社ほど事業環境の変化に敏感であることから、サトーは子会社政策を
通じてより環境変化に迅速に対応できる会社になったことが考えられる。大企業病を回避
し、ベンチャー気質を保ったのである。サトーの事例から、子会社政策はイノベーション・
マネジメントの一環であると言える。 
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第7節 POSシステム 
第1項 暗雲垂れこめるハンドラベラー事業 
1974年、日本経済は戦後初のマイナス成長を記録（△5%）した。サトー機工の業績も初
めて前年を下回り、売上高 38 億円（前年比△7.5%）、経常利益 8 億円（同△7.6%）となっ
た。理由は、アメリカ市場の壊滅とヨーロッパ市場の混乱にあった。 
アメリカ市場では、当時の代理店であったプライマーク社がサトーのハンドラベラーを
まったく輸入しなくなった。これはプライマーク社がハンドラベラーを「ラベルを売るた
めの道具」と位置づけ、安価な自社製ハンドラベラーのみ販売したためである。これによ
り、輸入関税のかかるサトー製ハンドラベラーは全く扱わなくなった。 
ヨーロッパ市場ではイミテーションによる混乱が発生した。フランス・エリカ社が D-1
型、D-2型の製造許可をフランス政府に申請し、これをフランス政府がサトーに相談せず許
可を与えたのである。このイミテーションは品質が低かったため、ヨーロッパにおけるサ
トーの信頼が失墜させた。また、価格が安かったために他の代理店の商売を妨害し、真面
目な代理店との取引停止を招いた。 
第2項 POS実験店 
その前年（1973年）、サトーはプライマーク社のデニス・スティーブンス営業部長（後の
サトーアメリカ社長）の要請により、スキャナ社が開発した「人間と機械が読める文字」（図 
12）を印字できるハンドラベラーを試作し、POS 実験に参加した。そして、その試作機に
よるラベルは好評を博していた。 
 
図 12 人間と機械が読める文字 
第3項 特許事務所からの手紙 
1974年 1月のある日、アメリカのバーンズ特許法律事務所より 1通の手紙が届いた。バ
ーンズ特許法律事務所とは、サトー機工がメト社との特許問題に直面した 1967年、佐藤陽
社長（当時）がアメリカ訪問時に先行技術に関する調査の依頼を行った事務所である。そ
こには「アメリカでは、今まで使用されていたハンドラベラーの値札に代わるものとして、
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バーコードが使用されるようになる」と記されており、バーコードが印刷されたティッシ
ュペーパー、ビスケット、コーンフレーク等の紙箱が同封されていた（図 13）。 
 
図 13 特許事務所から送られてきたサンプル 
佐藤陽社長（当時）はサンプルに欠けている数字の入ったバーコードを送付するように
バーンズ特許法律事務所に依頼するとともに、バーコードと数字の関係を調査するよう工
場長に命じた。仕様が明らかにできた 3 月には、日本の大手電気メーカーからバーコード
を印字するハンドラベラーの開発依頼があり、そこで提示されたバーコードの仕様が調査
したバーコードと同じものであることが分かった。大手電気メーカーより、5月に SMI（Super 
Market Institute）展があることを聞いたので、4月 30日までに試作機を完成させるよう命じ
た。 
第4項 SMI展への持ち込みと大きな反響 
試作機は 4月 29日に完成した。佐藤陽社長（当時）他 3名は 5月 3日、この試作したバ
ーコード・ハンドラベラーを携帯して日本を出発した。 
5 月 5 日より SMI 展を視察した（図 14）。バーコード・ハンドラベラーを出展している
メーカーは無かった。佐藤陽社長（当時）は社員 2名とともに、バーコード読み取り装置、
POS用レジスタを出展している IBM、スペリー・ユニバック社、NCR社、データ・ゼネラ
ル社、フィジックス社のブースを訪ね、ブースの責任者とおぼしき人に、携帯してきたボ
ストンバックの中からバーコード・ハンドラベラーを取り出して、その場でバーコードを
ラベルに印字してみせた。 
これを見たブース責任者は驚き、ブースの奥にある物置に佐藤社長（当時）等を招き入
れ、外部の人をシャットアウトした上で責任者自らがハンドラベラーによってバーコード
の印字を行った。印字品質は高く評価できるものであった。また読み取りテストを行った
ところ、ハンドラベラー用にバーコードの天地（高さ）を短くしたことが原因で、一定方
向からのみ読み取り可能であった。 
 ハンドラベラーを見た企業はすべて、サトーとの取引についての会談を正式に申し込ん
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できた。IBMは SMIが制定した UPCコードの仕様書をサトーに提供した（図 15）。また、
スペリー・ユニバック社は UPCコードの説明を、データ・ゼネラル社からは読み取り装置
の説明を行うとの申し出を受けた。 
また、空港で偶然日本のスーパーマーケット業界のエキスパートである人物と会い、そ
の人物の案内で REI社（OCR-Aに対応したハンディ・スキャナのメーカー）を訪問し、NRMA
（全米百貨店小売商協会）が採用することになっている OCR-Aフォント値札の仕様書を手
に入れることができた。 
UPCコード、OCR-Aフォント値札の全てを知ることができたため、その後日本で普及し
ていく JANコードやOCR-Bフォント用のハンドラベラーやプリンタの開発を積極的に進め
ることができた。また SMI、NRMAの正規会員にもなれた。 
 入手した仕様書を基に、翌年（1975 年）1 月に行われる NRMA 展に向けて OCR を印字
するハンドラベラーと卓上プリンタ、5月に行われる SMI展に向けて UPCコードを印字す
るハンドラベラーと卓上プリンタの開発を進めていくことになったのである。 
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図 14 SMI展の様子 
 
図 15 手に入れた UPCコードの仕様書 
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第5項 POSシステム参入とイノベーション 
POS システムに参入するため、サトーはハンドラベラーのバーコード対応を行った。バ
ーコードを印字できるハンドラベラーは当時無かったことから、これは「製品イノベーシ
ョン」であった。事実、バーコード対応のハンドラベラー試作機は、展示会において大き
な反響を得たのである。 
POS システムへの参入は、これまでの潜在的市場ニーズの発見と参入とは異なり、市場
の変化への対応である。この変化がハンドラベラーのメリット（簡単な値付け作業）をス
ポイルする性質で無かった事は幸運であった。そして、何よりも市場の変化に迅速に対応
したことで、その後の POP システム市場での優位な地位を築けた点は注意すべきである。
変化への対応力はイノベーションの基礎であると言える。 
第8節 感圧粘着紙 
第1項 自社生産に踏み切った動機 
1977 年（昭和 52 年）、サトーはシール・ラベルの原料である印刷用粘着紙（原反）を自
社で製造する方針を発表した。従来は外部調達しており、ニチバン、狭山化工、富士紙工
より大量に仕入れた上でシール・ラベルへの加工と印刷を行っていた。しかし、これによ
り高コスト構造となっており、ハンドラベラー用ラベルの原価 75%を占めていた。 
佐藤陽社長（当時）は、印刷用粘着紙製造への進出理由として、アベリー社が印刷用粘
着紙の販売を並行することで大きく発展したこと、プライマーク社も製造設備導入により
業績を大きく伸ばしたことを目の当たりにしたことが大きかったと述べている。アベリー
社は感圧粘着紙を世界で初めて発明した会社であり、プライマーク社はサトーのアメリカ
の代理店であった会社であった。 
また、外部調達していた粘着紙では剥離不良が発生していた。これを根絶するには自社
生産しかないとの判断もあった。 
第2項 技術の導入 
1977 年（昭和 52 年）、公害がなく乾燥炉の必要がないホットメルト方式の採用を決定し
た。そして、同方式の製造装置メーカー米ボルトンエマルソン社より製造ライセンスを取
得していた由利ロール（神奈川県）より、塗工幅 300mmのホットメルトコーターを購入し
た。300mm を選んだのは、自社にとって初めての粘着紙生産につき、小さな設備から始め
たかったためである。同年 11月より操業を開始した。 
1978年（昭和 53年）、粘着紙の製造設備を上尾工場に移した上で、塗工幅 600mmの本格
的な印刷用粘着紙の製造を開始した。ここで作られた粘着紙はハンドラベラー用ラベル、
軽量ラベルに加工されていった。また、このとき営業より「冷凍ラベル」「弱粘性ラベル」
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の開発要望があり、これに取り掛かった。 
しかし、弱粘性ラベルで市場不具合が発生した。同ラベルで使用していた粘着剤が塩化
ビニールを溶かし、ブリード現象と呼ばれるラベルの透明化現象が発生したのである。こ
れによりバーコードの黒部分と白部分のコントラストが不足し、バーコード読み取りに失
敗するという支障が生じた。 
弱粘性ラベルは計量ラベルでは支障にならなかった。なぜなら塩化ビニールではなくポ
リエチレンフィルムでパックされる場合が多く、ブリード現象が発生しなかったためであ
る。また、塩化ビニールを使用している場合でも、軽量ラベル貼付対象である肉や魚とい
った生鮮食品はその日のうちに消費されてしまうため、ブリード現象が目立つことはなか
った。 
1981年（昭和 56年）、上尾工場に塗工幅 1200mmのホットメルトコーターを増設し、さ
らに本格的な生産を行えるようにした。 
1983年（昭和 58年）ホットメルトコーターを改造の上、ブリード現象の起こらないエマ
ルジョンタイプの粘着剤を塗工した粘着紙の生産を開始した。エマルジョン方式は水を蒸
発させて乾燥させる工程があり、長大な乾燥炉を設ける必要があることから当初回避した
方式である。しかし佐藤陽社長（当時）は、1981年（昭和 56年）に販売し爆発的な人気を
誇った熱電子プリンタM-2311型において、ブリード現象が発生してユーザーの信頼を失う
ことを危惧してエマルジョン方式の導入を決定した。これにより、弱粘性粘着紙の製造が
実現した。エマルジョン粘着紙はシール・ラベルの粘着性や剥離性の品質を高めたので、
サトーのシール・ラベルの販売は大きく伸びていった。 
第3項 その後の展開 
シール・ラベル製品の販売が伸びるにつれ、様々な種類の粘着紙を使用したシール・ラ
ベルの注文が入ってくるようになり、これに対応するために 1989年、エマルジョン方式製
造設備の拡充と、それまで採用していなかったソルベント方式の製造設備導入を行った。 
ソルベント方式は粘着剤を溶かす際に揮発性の溶剤を用いるため、安全性の観点から
1977 年当初に導入を見送った方式である。しかしフィルム基材に粘着剤を塗工するのに必
要な方式であるため、1989年になって工場増築の上で導入を行った。 
この年の設備拡充により、多くの種類の粘着剤（強粘着・超強粘着・弱粘着・再剥離・
耐熱・冷凍・耐水・粗面用・衣料用・透明フィルム用）を使用した粘着紙の生産が可能と
なった。 
第4項 感圧粘着紙とイノベーション 
感圧粘着紙の内製化は、ハンドラベラー市場という既存市場を対象としている。技術に
関しては従来のサトーに無いものであったため、外部から装置を購入している。よって本
事業は「既存産業・新要素技術導入」事業に分類される（図 6）。 
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感圧粘着紙の内製化は、それ自体イノベーション性は見られない。しかし、自社生産を
行うことでユーザー要望に対応しやすくなり、その後の持続的イノベーションの基礎とな
ったことは確かである。よって、感圧粘着紙の内製化もイノベーション・マネジメントで
あると言える。 
内製化の成功要因としては「小さく始めた」ことが大きいと思われる。最初から大規模
な施設を導入せず、塗工幅が 300mmの小型ホットメルトコーターから導入しているのであ
る。また、最も安全性の高い方式を最初に選んでいる点も注目すべき点である。 
そして第二の成功要因としては、市場不具合（「ブリード現象」）が発生した際、即座に
生産方式を切り換えている点である。ホットメルト方式で使用する粘着剤は塩化ビニール
を溶かすため、エマルジョン方式に切り替えたのである。エマルジョン方式では、ブリー
ド現象の発生は皆無であったという。 
そして第三の成功要因としては、粘着紙の製造開始から 8年経った 1989年（平成元年）
に、ソルベント方式も含むあらゆる生産方式を行える体制を確立した点である。これによ
り、粘着紙に関するあらゆる市場ニーズに対し、自社で対応することが可能となったので
ある。 
上記を踏まえ、以下三点の学びが得られたと考える。 
① 新しい技術分野に参入する際は、小さく始めること。 
② 市場不具合に対して、迅速に対応すること。 
③ 市場ニーズに応じて、段階的に技術と種類を拡充していくこと。 
第9節 インク 
第1項 自社生産に踏み切った動機 
ハンドラベラーで用いるインクは、長らく外部調達を行っていた。しかし、1978 年（昭
和 53年）頃、佐藤陽社長（当時）の意向によりインクを内製化することとなった。動機は
感圧粘着紙と同様で、自社のサプライ製品を拡充することで品質と収益を安定化させるこ
とにあったと考えられる。 
第2項 開発の経緯 
本項は、実際にインクの開発に携わった社員の方からのインタビューに基づき、本論文
の主旨に合う形にまとめたものである。 
サトーは 1978年当時、ハンドラベラー全盛の時代であり、インク開発に必要な化学系の
要素技術は社内に無かった。そこで定期採用にて化学系の人材を採用し、インク開発を指
示したのである。 
インクのお手本としては、富士化学紙工（現「フジコピアン」）の製品があった。これを
 39 
分析し、着色料や添加剤の選定を進めていった。 
ハンドラベラーのインクは、スポンジに含浸させた状態で使用される。このスポンジは
外気に対してむき出しであるため、インクは不揮発性である必要があった。そこで着色料
は油類に溶けるものを選定した。また、インクは長期にわたって小出しになるよう、最適
な粘性に調整する必要があった。 
スポンジは、気泡が繋がっている必要があった。また、インクを長期にわたって小出し
に出来るような目の粗さが求められた。さらに、スポンジがインクによって痛まないこと
も重要な要求事項であった。 
開発は、人間の手で 10000～30000回試験された。何万枚打てるかが勝負であった。この
試験研究プロセスは、大宮工場で約 2年行われた。 
1980年（昭和 55年）～1981年（昭和 56年）頃、北上の協力工場でインクの生産が開始
された。このとき、サトーはインク工場、スポンジを切り抜く工場、およびインクをスポ
ンジに含浸する工場を新規開拓した。 
生産が軌道に乗ったのは、1982年（昭和 57年）～1983年（昭和 58年）頃である。この
頃は月産 20万～30万個であった。 
第3項 インクの内製化とイノベーション 
インクの内製化は、ハンドラベラー市場という既存の市場を対象にしている。一方、技
術的には従来社内に無い装置の購入や基礎研究を伴っており、新要素技術の導入があった
と言える。したがって、本事業は「既存産業・新要素技術導入」に分類される（図 6）。 
感圧粘着紙の内製化と同様、インクの内製化もその後顧客要望に応えて製品ラインナップ
を拡充していく、持続的イノベーションと布石なった。よって、本事業もイノベーション・
マネジメントの一つの施策と考える。 
一連の経緯を振り返って感じるのは、チャレンジ精神である。インク開発を任されたの
は新入社員である。就職した初年度から開発を担当し、2年間で製品化にこぎつけた。若手
を大胆に登用し、それをそのまま会社の勢いに繋げる文化がサトーにはあったと考えられ
る。イノベーションを起こしていく上で、若手の勢いや情熱を活かすことは重要な要素で
あると考える。若手の大胆な登用もイノベーション・マネジメントなのである。 
第10節 電子プリンタ 
第1項 背景と動機 
スーパーマーケット業界は 1980 年（昭和 55 年）頃、冬の時代に直面し経営合理化を迫
られていた。日本では 1978年（昭和 53年）に通産省が JISコードとして日本のバーコード
規格「JANコード」を制定しており、以来 JAN-POSシステムが確立されていた。それまで
JAN-POS システムに及び腰だったスーパーマーケット業界も、合理化を図るためにいよい
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よ本腰を入れてきたのである。 
サトーは当初、JAN-POS時代に備えてハンドラベラーを基にした JANベラーや JANベラ
ープライス、さらに SATOMラベラー等の製品を開発、販売していた。これら製品はいずれ
も、ハンドラベラー同様、インキローラーを使用してバーコードを印字する方式であった。 
インキローラーによるバーコード印字には、インキの擦れによって長期的に安定した印
字が行えないという欠点があった。ハンドラベラーの原理はスタンプであり、最初は濃く
てもだんだん薄くなっていった。バーコードの読み取りは機械の目で行われるため、人間
の文字よりもシビアであり、バーの太さや滲み方に対し高い精度が求められたのである。 
POS 用ターミナルやスキャナ分野に進出したメーカーは、POS システムがうまく動かな
いとバーコードの印字に問題があると主張するようになっていた。このため、POS システ
ムを導入したユーザーはシステムに支障が発生すると、マーキング機器メーカーのサトー
に責任を転嫁してしまう傾向があった。このままでは POS システムが失敗すると全てサト
ーの責任にされかねない切迫した状況となっていた。 
このような背景から、サトーはハンドラベラーに替わるマーキング機器を開発する必要
があった。そこで目を付けたのが電子プリンタである。 
第2項 電子技術の由来 
以降の内容は、初代電子プリンタの開発に携わった社員の方にインタビューを行い、そ
の内容を本論文の主旨に沿って編集したものである。 
電子プリンタの開発には、電子技術が必要不可欠な要素技術となる。電子プリンタに参
入する前のサトーにはハンドラベラーに関する技術はあったものの、電子プリンタの基礎
となる電子技術はなかった。 
では、いかにして電子技術を獲得したのか。サトー機工は 1968 年（昭和 43 年）に人材
難を乗り切るため、岩手県北上市の工業団地に進出していた。そして、電子技術は岩手県
花巻市に拠点を置く、株式会社谷村新興製作所（通称「谷村新興」、現「新興製作所」）か
らの転職者によってもたらされたのである。 
谷村新興とは、1937年（昭和 12年）に谷村貞治氏によって東京蒲田に設立された会社で
ある。電話回線で繋がれたタイプライターである「テレックス」の開発を手掛けた会社の
一つである。1970 年代、会社は従業員 1200 名規模の大企業であった（2009 年 4 月 1 日現
在 360名）。開発部門は 4課まであり、およそ 50名が所属していた。社員のレベルは高く、
技術部の人間もメカ・エレキ・ ソフトを一通り理解していた。研究室も持ち、当時出回
り始めたばかりの CPUについて勉強し始めていた。 
谷村の研究開発部門では、人のシフトが良く行われていた。これにより、社員の技術力
が向上していった。また、谷村はプリンタ業界で強かったため、日本電電公社（現 NTT）
の取りまとめの下、OKI・富士通・日立・東芝といった会社と国関係の共同開発を進めてい
た。互いの業務内容を理解する必要があることから、これらの会社と技術交流が行われた。
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このような環境の中で、技術者が育っていった。 
しかし、1970 年代終盤になると、谷村新興は業績不振に陥った。谷村は希望退職者を募
り、技術者は続々と転職していった。このとき、サトーも多数の技術者を採用したのであ
る。採用の動機は、当初より電子プリンタの開発を行うためだったと思われる。なぜなら
佐藤陽社長（当時）はこれ以前に、電子プリンタの開発を谷村振興に対して依頼していた
からである。このときは谷村振興に断られたが、数年経って谷村の技術者を採用すること
により、電子プリンタの自社開発が実現したのである。 
第3項 熱転写方式採用に至る経緯 
1981年（昭和 56年）頃、社内では計量プリンタの開発が行われていた。計量プリンタに
は「繁昌」と「満足」があり、前者は 1978年（昭和 53年）より大和製衡から OEM供給を
受けて販売したもの、後者はサトーで電子回路とバーコード印字装置を開発し、計量秤と
筐体を大和製衡から仕入れて完成させたものであった。これらは活字式でドラムを回転さ
れながらハンマーで打つ方式であった。 
計量プリンタの開発部隊は計量プリンタ「満足」の開発を進める一方、バーコード・プ
リンタの開発を進めることとなった。まずM-2300という、感熱紙を用いるサーマルプリン
タの試作機を完成させた。しかし、1980年（昭和 55年）に寺岡精工よりサーマル方式によ
るバーコード・プリンタが発表され、先んじられてしまった。 
そこで当時の開発リーダーが目を付けたのが、熱転写方式である。当時、本方式を用い
たプリンタは、国鉄の切符印刷機において実用化されていた。これをバーコード印字にも
応用できないか、検討を始めたのである。 
開発部隊が学会誌に掲載された熱転写感熱記録に関する記事にヒントを得、実験計画を
立案しているとき、その活動が佐藤陽社長（当時）の目に止まった。そして社長は「普通
紙のラベルに高速でバーコードを印字することが出来るのは、この方式が最適である」と
判断し、世界で最初の熱転写式ラベルプリンタの開発を指示したのである。 
熱転写方式には、感熱方式に比べて印字スピードが早い、サーマルヘッドの寿命が長い、
印字および印刷紙の耐光・耐水・耐熱が良い等、顕著なメリットがある。また、普通紙に
印字できることからサトーが生産していたラベルで対応できる他、カーボン・リボンとい
う新たなサプライ製品も加わる。そして寺岡精工の二番煎じも避けられる。このようなこ
とから、佐藤陽社長（当時）は熱転写方式の採用を決断したと考えられる。 
第4項 初代電子プリンタM-2311型の開発 
初代熱電子プリンタM-2311（図 16）の開発に着手した当時、社内にはハンドラベラーの
営業部隊はいたが、熱電子プリンタの営業はいなかった。また、保守サービス部隊も存在
しなかった。このため、故障したときでも対応が簡単に行えるよう、先を読んだ設計を行
う必要があった。 
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具体的には、故障した際には基板交換を行うこととし、交換を簡単に行えるよう基板を
縦置きとした。ICについては、回路上に半田付けせずはめ込む方式とし、交換可能とした。
これは当時の標準的な仕様であった。また、ファンをサーマルヘッド下部と変圧器付近に
二基搭載し、筐体内部が 45℃を超えないことを目指した。これは過剰品質である可能性も
あったが、サービス部隊がいないことから盛り込まれた設計であった。 
開発に際しては、まずリボン制御に難しさがあった。当時はコンデンサペーパー（電気
絶縁紙）にインキを含有したリボンを用いていたが、このリボンは紙製であるため破れや
すかった。また熱にも弱く、車のフロントパネル上に置いておくと溶けて一固まりになっ
てしまう等、管理に注意を要するものであった。 
プリンタを構成する部品（モータ、IC 等）については、すべて谷村新興で認定していた
ものを用いた。当時サトーには購買センターが無く、開発者が自分達で購入するしかなか
った。そこで、谷村時代のネットワークを頼って、自分達で部品調達したのである。調達
した部品は自分達で検収し、自分達で組立まで行った。また、生産については、谷村関係
の退職者の中に工作機械に精通していた人達がおり、会社を起こしていたのでそこに発注
した。 
開発はまず 5月の連休中に回路設計を行い、1ヶ月かけて仕様書を作成した。仕様につい
ては営業からの要望は当然なく、JAN コードを印字するために必要なものを自分達で考え
て構成していった。そして 7 月には試作機を完成させ、全体会議に持って行った。その間
わずか二ヶ月であった。 
開発は 3 人で開始された。当時の心境としては、人が少な過ぎると感じていた。このた
め時間しか競争できる要素は無いと考え、相手が 8時間ならこちらは 24時間働く気持ちだ
った。土曜日の休みは無く、日曜日もほとんど出社していた。残業時間は月 200 時間に及
んだ。当時は営業からの要望がなかったのでやりやすかった一方、運用を考えた先を読ん
だ設計にしないといけなかった。 
M-2311は 8桁の JANコード専用のプリンタであった。回路もソフトも 13桁のバーコー
ド印字に対応していたが、ラベルサイズが異なっていたのである。当時はいち早く市場に
製品を出すことが優先されたため、13桁対応は次世代モデルにて行うこととなった。 
機構はなるべく単純に作った。バーコードは天地を 13mm と決め、固定していた。ラベ
ルセンサ、リボンセンサ、およびラインカウンタを装備していた。ラインカウンタは発行
枚数を記録し、サーマルヘッドが何枚発行後に切れるか基礎データを収集した。このカウ
ンタは定価が 1400円と高価なものであった。これを 900円から 1000円で仕入れていた。 
サーマルヘッドはローム社製の厚膜ヘッドを採用した（現在は薄膜ヘッド主体）。この年
（1981年）になって出現した、ドライバ ICを搭載したサーマルヘッドである。価格は定価
約 2万円のものを 1万 7千円から 1万 8千円で仕入れていた。カタログで選んだが、当時
ヘッドのメーカーは少なく選択肢は限られていた。 
サーマルヘッドにはサーミスタが装備されていたが、ヘッドの端にあるため温度検知が
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遅かった。これは、サーミスタが外気温の検出を目的としていたためである。このままで
は精確な温度制御ができないため、ヘッド中央部をえぐって石塚工業製サーミスタをなる
べく深く埋め込み、シリコンで固定する加工を施した。当時はメーカー（ローム社）側も、
サーマルヘッドにどのような仕様が求められているのか理解していなかったのである。 
サーマルヘッドの制御は、電圧に関してのみ行った。電圧は、印字開始時は 10Vから 11V
に制御され、ヘッドが一定温度に飽和した後は 7Vに調整された。また抵抗については文字
の印字で 150Ω±15%となるよう調整していた。現在通常行われている印加時間（サーマル
ヘッドに熱を加えている時間）を制御する仕組みはまだ無かった。 
M-2311は変圧器を内蔵しており、重量が大きかった。重量は 1983年（昭和 58年）に開
発された次世代機M-2700にて改良された点の一つである。 
回路基板のコネクタピッチは 2.54mm であった。谷村新興では 3.175mm 幅が標準であっ
たが新規採用となった。これにより、基板が正規の位置から少しでもずれた状態で差し込
まれると、接触不良が発生した。ただ、基板を再度はめ込めば通電するため、深刻な問題
とはならなかった。 
回路の配置は自社設計し、パターン設計は谷村新興時代から発注していた個人経営の会
社に外注した。回路設計に際しては、ノイズ対策やアース等、万全を期した設計が行われ
た。 
トランジスタは TO3型を用いた。T1から T6まであり、このうち T1から T4までがモー
ターの各相に対応していた。T5はモーターコモンであった。そして T6がサーマルヘッド用
であった。 
モーターはオリエンタルモーター社製の確かな実績のあるものが採用された。 
コンデンサはフィード、印字におけるドロップに備え、大型のものを採用した。 
可動部の配線はすべて耐屈折コードを採用し、断線しない仕様とした。 
キーは長持ちする部材を選択した。押下するとキー表面のランプが点灯し、スーパーマ
ーケットのパートの女性でも簡単に操作できるよう配慮された。また、佐藤陽社長（当時）
の指示により、英語表記は行わないこととなった。例えば「フィード」キーは「空送り」
と表記された。これもパートの女性の使用を想定した配慮である。 
また、M-2311は「ポスカセ」「ポスタッチ」という機構を備えていた。これは、ラベルを
カセットタイプの装置（「ポスカセ」）に巻き取り、これを取り外して専用の値付け装置（「ポ
スタッチ」）に装着すると、直ちに値付け作業を行えるというものであった。これは、ハン
ドラベラーで築いた簡便な値付け作業を、電子プリンタに移行後も行えるよう配慮して盛
り込まれた機能であった。 
M-2311は、まず九州のスーパーマーケットから導入されていった。営業努力もあったが、
九州の人があたらしもの好きであった点も大きかった。 
M-2311 の発売後に驚かされたことは、プリンタを土の上に置いて運用した現場があった
ことである。プリンタ下部にはファンが付けられており、埃をまともに吸い込んでしまっ
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た。それでもサーマルヘッドはヘッド切れを起こすことはなかった。リボンを使うことで
サーマルヘッドは低温で運用され、長持ちしたのである。 
 
図 16 熱電子プリンタM-2311 
第5項 改良型M-2700型の開発 
1982年（昭和 57年）、佐藤陽社長（当時）は競合メーカーによる JANコード用プリンタ
（サーマル方式）に対抗すべく、M-2311 の機能向上と競争力を強化した新しい熱電子プリ
ンタM-2700（図 17）の開発を指示した。開発はM-2311と同じ部隊が担当することになっ
た。 
 まず、M-2311 で好評を博した熱転写方式とポスカセ・ポスタッチを引き続き採用した。
そして JANコード 13桁にも対応した。JANコード 13桁は M-2311でも内部的には対応し
ていたが、市場リリースを急いで機能としては具現化していなかったものである。M-2700
の代になり、JANコード 8桁と 13桁を一台でこなせるようになった。 
性能面では、印字速度が 10％向上し 60mm/sとなった。 
機能面では、新たにプリセット機能（99品目の商品の JANコードを予めプログラムして
おく機能）や 10枚予約発行機能が導入された。この頃になると営業も電子プリンタに慣れ、
市場からの要望が分かってきていた。プリセット機能は、当時メモリに直接データを書き
込んだ。プリセット機能はユーザーの誤入力を防ぐ機能であった。また、キーボードが無
かったための機能でもあった。 
M-2700 はバックアップ機能を備えており、ニカド電池を電源としてコード登録内容を
SRAMにバックアップしていた。 
オンライン機能もM-2700で初めて組み込まれた。不要との見方もあったが、当初からイ
ンターフェイス用の回路を組み込んでおいた。結果、すぐにオンライン発行の時代となり、
M-2700のセールスポイントの一つとすることができた。 
またペンスキャナにも対応した。この機能は手入力よりも断然速くバーコード入力でき
るため、好評を博した。 
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部品構成で大きく異なるのは電源である。M-2311 の変圧器からスイッチング回路に切り
換えることにより、重量が大幅に軽減され、コストダウンにも繋がった。 
またM-2311ではすぐ交換できるよう縦置きされた基板は、M-2700では横置きとされた。
M-2311で基板交換がそれほど頻発しなかったためである。 
キーはコストダウンを図るため、表示部分が紙のものに置き換えた。 
ラインカウンタについては、M-2311時代の 1400円のものから数 10円の水銀計に置き換
えた。発行枚数は概数さえ判ればよかったので、水銀計で機能を十分満たしていたのであ
る。 
M-2700は 10,000台を日本で製造した後、1986年（昭和 61年）にマレーシア生産へ移管
された。その際、回路変更が実施されコストダウンが図られた。この機種は 1983年の販売
開始から 10年以上に渡り生産され、ベストセラー製品となった。 
 
図 17 熱電子プリンタM-2700 
第6項 電子プリンタ参入とイノベーション 
熱電子プリンタ M-2311 は世界初の熱転写方式のバーコード・プリンタである。よって、
「製品イノベーション」の典型例である。 
熱電子プリンタを開発するに当たっては、電子技術という新要素技術の導入があった。
これは転職者によってもたらされた。一方、市場に関してはハンドラベラーと同一市場で
あった。このことから、電子プリンタ事業は「既存産業・新要素技術導入」型であったと
考える（図 6）。 
さらに、一連の経緯を振り返り、我々が学びとれることは何であろうか。重要な点は、
以下の二点であると考える。 
① 佐藤陽社長（当時）が、電子プリンタを作れば良いと判っていたこと。 
② 電子プリンタを開発するための技術が、どこにあるか判っていたこと。 
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①について、佐藤陽社長（当時）は社史にて、当時 POS システムで支障があるとレジス
タやスキャナのメーカーはハンドラベラーで行ったバーコード印字のせいにしたと記して
いる。ハンドラベラーはインキローラーを用いて印字を行うが、この方式には印字が長期
的には安定しないという限界があったのである。 
ではなぜ電子プリンタに行き着いたのか。これは、佐藤陽社長（当時）が毎年海外の展
示会を視察していたことが大きいと思われる。最新の技術動向や市場動向が判っていたの
である。 
②については、谷村振興が業績不振に陥り技術者がサトーに転職してくる前から、佐藤
陽社長（当時）は谷村振興に電子プリンタの開発依頼を行っていた。このことから、社長
は電子プリンタを開発するための技術が谷村新興にあると判っていたことになる。 
 以上のことから、佐藤陽社長（当時）は、株式会社サトーにおいて企業活動のあらゆる
側面をバックアップする調査部隊の役割を担っていたと推測される。 
第11節 カーボン・リボン 
第1項 自社生産に踏み切った動機 
1981年（昭和 56年）、サトーは初の熱電子プリンタM-2311をリリースし、市場の好評を
もって受け入れられた。このとき、サプライ製品としてはラベルとカーボン・リボンがあ
ったが、後者に関しては自社で生産実績がないため、当初富士化学紙工（現「フジコピア
ン」）より供給を受けることになった。 
しかし佐藤陽社長（当時）は M-2311 発売当初より、「熱電子プリンタに最も適した熱転
写用のカーボン・リボンを開発することは、熱電子プリンタを開発したサトーグループの
社会的義務である」とし、ハンドラベラーのインキを開発した技術者にカーボン・リボン
開発を命じていた。 
当時、世の中には熱転写用のカーボン・リボンはまだ無く、日本電信電話公社の武蔵野
通信研究所と富士化学紙工が共同開発されたものが実用化間近という状況であった。 
第2項 開発の経緯 
本項は、実際にカーボン・リボンの開発に携わった社員の方からのインタビューに基づ
き、本論文の主旨に合う形にまとめたものである。 
開発は熱電子プリンタが発売された 1981 年（昭和 56 年）から開始された。当時サトー
では、ハンドラベラーでバーコード印字が薄くなる問題を克服するための POS 用インクの
開発を進めていた。しかし、これに見切りを付け、カーボン・リボン開発に着手すること
になったのである。研究開発は大宮工場で進められることになった。 
カーボン・リボンの原料はカーボンブラック（黒色の顔料）、ワックス、樹脂、添加剤で
ある。ワックスと樹脂は熱を加えると液体となって、カーボンの粒子とともに紙に転移し
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た後で固まる。紙に転移したカーボンブラックの粒子とワックスが紙から剥がれないよう
にするために、樹脂を使用する。 
顔料が採用されたのは、色が濃く耐光性に優れていたためである。 
リボンの基材はコンデンサ・ペーパーが採用された。これは、10ミクロンぐらいのコン
デンサ・ペーパーを富士化学紙工が使用していたため、これに倣ったのである。カーボン・
リボンではサーマルヘッドがインクを溶かして紙に印字するため、熱伝導率が高いことが
重要となる。コンデンサ・ペーパーは密度が高く、熱伝導率が高い上に薄かったため、カ
ーボン・リボンにとって好ましい基材であった。 
顔料は 100℃ぐらいで液体になるので、塗るときには 100℃まで加熱して溶かした状態で
ゴム版に塗布し、それから紙に転写し薄く拡げた。リボンの幅は 400mmで、巻物で作る要
領であった。これをスリッターで 2～3ｃｍ幅で切り、リボンの形へ整えていった。コンデ
ンサ・ペーターに塗工するコーターは、裏がカーボンとなっている伝票用紙の印刷技術を
応用したものである。これによってエンドレスで印刷することが可能であった。 
開発工程は、カーボンブラック、ワックス、樹脂の選定や配合比率を変えながら次々と
カーボンインキを試作し、これをヘラでコンデンサ・ペーパーに塗って、熱電子プリンタ
を使って印字テストを繰り返すことで進められた。 
カーボン・リボンの社内テストとユーザーテストを実施したが、結果は惨憺たるもので
あった。その後、ワックスの混合比率を変えたり、ワックスの原料メーカーを変えたり、
他方原材料の撹拌方法を変えたりしながら、一つ一つ問題を解決していって、やっとの思
いで 8月に熱転写用のカーボン・リボン 45CPを完成させた。 
第3項 市場投入 
1982年（昭和 57年）、初のカーボン・リボン製品 45CPを販売した。この冬、問題が発生
した。45CPは、気温が-16℃まで下がる帯広や釧路のユーザー現場にて、冬場にワックスが
固まってスリップする現象が発生したのである。この問題の対策を行ったカーボン・リボ
ンを開発し終えるまで、サトーとしてはユーザーに対し、1日の仕事を終えた後に熱電子プ
リンタに毛布で包んで、それに段ボール箱をかぶせて熱電子プリンタが冷えるのを翌朝ま
で防ぐようお願いするしかなかった。 
ワックスが固まる問題については、カーボンインキに軟化剤を加えることで対応した。
製品名は 41CPとした。しかし 41CPについても、夏場に九州・四国・近畿地方の販売子会
社から印字したバーコードがにじむとの問題が報告された。そこで、サトーは 45CPと 41CP
をそれぞれ夏場用と冬場用として運用することとし、当面をしのぐこととなった。 
一方カーボン・リボン開発拠点では、温度が 50℃～-10℃、湿度が 90％～20％まで設定で
きる環境試験室を用意し、オールシーズン用のカーボン・リボンを開発に取り組んだ。オ
ールシーズン用カーボン・リボンは 1983年（昭和 58年）10月に製品化までこぎつけた。 
当時、熱転写リボンの技術は竹の子のように出現していた。パイロットインクやリコーも
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参入してきたのである。このため、材料メーカー等が媒介となって情報が流通し始めてい
たのである。開発はインクの特許調査、材料メーカーや設備メーカーからの情報に基づい
て進められた。 
サトーはカーボン・リボンの実績が無いため、担当者は非常に苦労した。リボン専業メ
ーカーである他社と品質を比較され、品質が追いついていないと指摘を受けたりした。 
一方、サトーには電子プリンタ側で調整できるという強みもあった。カーボン・リボン
とプリンタのトータルで印字品質が確保できれば良いのである。そこで、プリンタの開発
拠点にインクブレンド装置等を移動して、試作生産を開始したのである。 
生産が安定すると、その後は協力工場に展開した。インクのブレンド、インクの塗布、
リボンのスリットをそれぞれ協力工場に展開したのである。 
第4項 カーボン・リボンの拡充 
1983 年頃から、ポリエステル・フィルムにカーボンインキを塗工した熱転写用のカーボ
ン・リボンを作る他社メーカーが出現してきていた。PET フィルムはコンデンサ・ペーパ
ーに比べて表面が平滑で熱伝導に優れているため、カーボンインキの転移性が良く、また
サーマルヘッドの熱エネルギーを有効利用できるために、今後主流になることが予想され
た。また、コンデンサ・ペーパーは破れやすいという欠点があった。 
サトーでは 1984年（昭和 59年）、PETフィルムを使用した 9ミクロンの厚さの熱転写用
のカーボン・リボンを開発・発売した。また、1986 年（昭和 61 年）には PET フィルムと
新開発のホットメルトインキを使用した 6 ミクロンの厚さのカーボン・リボンを開発・発
売した。最終的に厚さは 4.5ミクロンまで薄くなった。 
コンデンサ・ペーパーから PET フィルムへの移行は既存技術の応用であり、原料の必要
な構成は見えていた。インクをフィルム用のものにしたり、ワックスをフィルムに合った
融点を持つものに変更した。 
当初は生のフィルムを採用したが、サーマルヘッドが擦るとフィルム表面が削れ、フィ
ルムには傷が付き、ヘッドにはカスが付く問題が発生した。そこで、フィルム裏面にバッ
クコートを施す処理が導入された。これは、磁気テープの磁気ヘッドに対する処理に倣っ
たものである。こうして PETフィルムのカーボン・リボンは三層構造に移っていった。 
やがて、市場よりカーボン・リボンの耐性に対する要望が出てきた。当時のリボンは擦
ったり熱を加えたりするとインクが移ってしまったのである。この要望に応えるため、樹
脂をリッチにしてワックスを追加した。これがレジン系と呼ばれるカーボン・リボンの原
点である。レジン系は引っかいてもインクが取れないメリットがある一方、樹脂を溶かす
のにエネルギーが必要であり、印字速度が制限されるデメリットがあった。 
次に市場が要望したのは、耐性もあり、印字速度も速いカーボン・リボンである。この
要望に応えたリボンがセミレジン系である。セミレジン系では、ワックス、顔料、樹脂の
各層の製造を分けて考えた。ワックス層はホットメルト式、顔料は溶剤で溶かすソルベン
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ト式、そして樹脂は若干添加した。また、ラベルをバックフィードした際にラベルが汚れ
る問題があったため、ラベルに馴染むコーティングを施したリボンも開発した。この時期
になるとラベルの種類も増えており、あらゆるラベルに印字するために、紙に馴染むコー
ティングをしておく必要があったのである。これによりインクが守られ、ラベル適性も高
めることができた。 
第5項 リボン事業のその後 
サトーのカーボン・リボンは市場要望に応えながら、徐々に充実してきた。しかし、リ
ボン事業は装置産業であるため、拡大していくためには更なる投資が必要であった。当時、
リボンは社内のサプライ製品をターゲットとしており、外販する実力は無かった。 
サトーはリボン事業を拡大していくか、外部に出すかのターニング・ポイントに直面し
たとき、外部に出すことを選択した。市場はすでに成熟しており、他社製品でも十分な性
能があると判断したためである。こうしてサトーのリボン生産は終了した。 
現在サトーが自社開発したリボンは凸版印刷やフジコピアンに生産委託している。また
リボンのスリットは北上の協力工場で引き続き行われている。社内では現在納入されてく
るリボン製品の評価のみを行っている。 
第6項 リストバンドへの進出 
カーボン・リボンの開発を担当された K氏は、2001～2002年頃よりリストバンドの製品
開発に従事されている。リストバンドへの進出は、腕に巻けるバーコードラベルが欲しい
という営業要望がきっかけであった。この要望をリストバンドによって実現することにな
った。 
リストバンド開発においてはラミネート技術（張り合わせ技術）が活用された。要求特
性としては、通気性、柔らかさ、印字品質（汗・油でバーコード印字が取れない）、そして
抗菌特性があった。被着体が人間であったことが、従来のラベル製品との大きな違いであ
った。 
リストバンドは付加価値の高い商品であり、一本 80円～100円で販売されている。主に
病院の中で普及が進んでおり、現在年間 700万本が出荷されている。売上は現在も成長中
である。 
第7項 カーボン・リボンの内製化とイノベーション 
カーボン・リボンの内製化は、電子プリンタ市場という既存の市場に対して行われたも
のであった。また、インク内製化時のノウハウが生かされ、製造工程が感圧粘着紙と類似
していることから、新要素技術の導入は無かったと判断できる。よって、カーボン・リボ
ンの内製化は「既存産業・既存技術」型の事業に分類される（図 6）。 
カーボン・リボンの内製化の重要な点は、製造工程を自社内に持つことにより、顧客要
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望や市場の技術動向に迅速に対応できたことである。これにより、事業化後順調に製品ラ
イン拡充イノベーションという、持続的イノベーションに成功している。したがって、カ
ーボン・リボンの内製化はイノベーション・マネジメントだったのである。 
カーボン・リボン開発の成功要因は、リボンの開発拠点を北上工場に移し、プリンタの
開発拠点と近接させた点であった。カーボン・リボン開発を実際に担当された K 氏もご指
摘されている通り、プリンタ側からも品質向上を図れるのが、リボン専業メーカーには無
いサトーの大きなアドバンテージだったのである。すなわち、プリンタ開発拠点とカーボ
ン・リボン開発拠点の集積は、その後の両事業の発展を支えた重要なイノベーション・マ
ネジメントであったと結論づけられる。 
一方、リボン製造からの撤退は衝撃的である。苦労して立ち上げた事業をあっさり畳ん
でしまう様子は、潔いとしか言いようがない。しかし、この潔さもイノベーション・マネ
ジメントの一つであると言える。なぜなら、カーボン・リボンの開発担当者だった K 氏は
同事業から離れた後リストバンドの開発に従事し、差別化されたリストバンドの商品化に
成功するのである。リストバンドは今日のサトーの売れ筋商品である。 
事業の再編成は、社内リソースの最大限の活用に繋がる重要なイノベーション・マネジ
メントであると考える。しかし、技術の連続性が途絶え、これ以上持続的イノベーション
を行えない点にも留意しなければならない。よって、この意思決定の背景には、カーボン・
リボンのコモディティ化が確かなものであるという、見極めがあったと考えられる。 
第12節 ラベリング・ロボット 
第1項 導入の契機 
1984年（昭和 59年）、サトーは「バーコードのサトー」を掲げ、「バーコード自動識別シ
ステム」を販売していく方針を固めた。そこでは単にバーコード・プリンタを造ってそれ
を世に送り出すだけではなく、システムを構成しているスキャナやソフトはもちろんのこ
と、バーコード・プリンタで使用されるラベルとカーボン・リボンまですべてを供給する
体制を確立することを意味した。 
このとき、システムの核となるのがバーコードを印字して貼り付ける装置である。佐藤
陽社長は 1984 年（昭和 59 年）のヨーロッパ・インターパック展にて、サトーの代理店を
始めとする 30社を越す企業が機械式貼り付け機（シール・ラベル自動貼り付け機）を出展
していることを認識していた。このとき、この装置にプリンタを組み込み、バーコードを
印字して貼付まで行うラベリング・ロボット（図 18）に思い当たったのである。 
第2項 必要となった技術 
ラベリング・ロボットの開発は、プリンタ搭載に適したヨーロッパ製シール貼り付け装
置を入手して始められた。バーコードを印刷するプリンタ部分は、もちろん自社製品を活
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用した 
貼り付け方式については新規性が盛り込まれた。エアブロー式、シリンダー式、シリン
ダージェット式の三方式から選択可能としたのである。これにより、表面に凹凸があった
り壊れやすい商品にも、安全にラベル貼付が行えるようになったのである。 
 
図 18 ラベリング・ロボット 
第3項 市場投入 
ラベリング・ロボットは、M-6000 型プリンタを搭載した M-9810 型が、自動車部品メー
カーの佐賀鉄工所大町工場に納入された。これがサトーとして初めての納入事例であった。
また、この年の 11月には、第一勧業銀行の「宝くじの入出庫システム」として、ラベリン
グ・ロボットを含む「バーコード自動識別システム」が納入された。その後、ラベリング・
ロボットに組み込むプリンタ部分がアメリカの機械式貼り付け機向けに販売されていった。
また、ヨーロッパ市場ではラベリング・ロボットが販売されていった。ラベリング・ロボ
ットはその後、順調にサトーの主要製品に成長していくこととなる。 
第4項 ラベリング・ロボット参入とイノベーション 
ラベリング・ロボットは、既に市場にあったシールを貼付する機械にプリント機能を追
加した製品であり、「製品イノベーション」の一例である。しかし本質は、プリンタを製品
ではなくバーコード自動識別システムの構成要素とし、システムを製品単位とするという
別の「製品イノベーション」であった。なぜなら、サトーは製品単位をシステムとするこ
とで、その後産業分野を中心に幅広く新用途開拓を行うことに成功したからである。 
ラベリング・ロボット自体は、既存市場に対して既存技術を組み合わせることで生み出
された製品である。よって「既存産業・既存技術」型の事業に分類される（図 6）。 
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第13節 オートラベラー 
第1項 導入の契機 
オートラベラーとは、シールの自動貼付装置である。サトーは 1975 年（昭和 50 年）よ
り、シール・ラベルの売上を強化する方針を打ち出しており、特に付加価値の高い一般シ
ールの売上をいかに伸ばすかが非常に重要な経営課題となっていた。そこで注目されたの
がオートラベラーである。 
第2項 開発と市場投入 
オートラベラー自体は佐藤陽社長が 1984 年（昭和 59 年）のヨーロッパ・インターパッ
ク展でヨーロッパ各社の機械式自動貼り付け機を視察している通り、新規性のある製品で
はない。サトーでは、貼り付け方式（ローラー式、エアブロー式、シリンダー式）や貼り
付け可能部位（上面、下面、側面、斜面）を選択可能とすることで付加価値をつけた。そ
してオートラベラーは一般シールをより多く売るための武器として、市場に投入されてい
ったのである。 
第3項 オートラベラー参入とイノベーション 
オートラベラーは既に市場にあった製品である。サトーのオートラベラーでは、様々な
貼付角度に対応した製品ラインナップを用意した。よって、これはシール自動貼り機にお
ける「機能強化イノベーション」であったと言える。しかし、オートラベラーの製品化は、
サトーが提案できるシステムの更なる拡大を意味した。よって、システムを製品であると
考えると、オートラベラーの開発は「製品ライン拡張イノベーション」であったと捉える
ことができる。 
オートラベラー自体は、既存市場に対して既存技術を活用して生み出された製品である。
よって「既存産業・既存技術」型の事業に分類される（図 6）。 
第14節 MCカードシステム 
第1項 MCカードシステム参入のきっかけ 
サトーが磁気カード事業に進出するきっかけとなったのは、1987年（昭和 62年）のノア・
プリント社の T.グルード社長の訪問である。同社長は自ら手掛けた磁気カードや磁気チケ
ットのアジア地域における販売と業務の提携を申し入れてきたのであった。当時ノア・プ
リント社では、アジアでは香港やシンガポールの地下鉄やバスで使用される磁気カードや、
一般に使用されるプリペイドカードの生産と販売を行っていた。 
佐藤陽社長（当時）は磁気カードシステムの市場調査を指示した。その結果、サトーに
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関連する分野での磁気カードの市場性を大きく分けると、 
① プリペイドカード 
② ポイントカード 
③ メンバーズカード 
の三つの市場があることが分かった。 
第2項 差別化された価値 
サトーが磁気カードに進出する際、サトーならではの付加価値として、 
① カードに印字できるように改良し、用途の拡大を図る 
② カードデザインにファッション性を持たせることでユーザーのイメージアップを図る 
③ POSレジと連動させることにより、顧客情報の管理が行える 
を盛り込むこととした。特に上記①のカード表面への印字によってカードが消耗品として
「使い捨て」されることになり、リピートオーダーが期待できるようになった。こうして
MCカードシステムは、サトーにとって大変有望な市場になることが判ったのである。 
第3項 MCカードの製作とリーダ・ライタの開発 
MCカードは、厚さ 0.25mmまたは 0.188mmのポリエチレン板または紙に対し、裏面側に
磁気インキ、表面側に感熱発色剤を塗工したものである。磁気インキを塗工した裏面側に
は、MCカードの金額や買い物をした時の金額、及びカード残高を記憶させることができた。
そして反対の感熱発色剤を塗工した表面には、サーマルヘッドで記憶内容を印字すること
ができた（図 19）。 
 
図 19 MCカード 
サーマルヘッドで記憶内容を印字することで、カード表面はやがて印字内容で埋まるの
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で、カードは使い捨てとなった。このおかげでカードのリピートオーダーが見込まれ、サ
トーによって有望な事業となったのである。 
1987年（昭和 62年）当時のサトーには、磁気インキや感熱発色剤を塗工する技術と、カ
ード表面に美しい印刷をするオフセット印刷機の設備がなかったために、MCカードの製作
はカード専門の印刷業者に発注することとなった。 
1989年（平成元年）には、MCカードの販売が伸び続けていたことから、MCカードの内
製化を図ることとなった。このため、5色刷りオフセット印刷機を始めとする必要機材の購
入が行われた。 
リーダ・ライタは国内営業本部内の情報システム営業部が担当して進めた。1988 年（昭
和 63年）秋には、M-1420とパソコンに接続できるM-1425が開発された。その後顧客要望
を受け、パソコンを接続しなくても入力ができるM-1430が開発された（図 20）。 
 
図 20 MCカードのリーダ・ライタ 
第4項 MCカードシステムの導入事例 
MCカードは市場参入後、様々な需要の新開拓に成功した。具体的には、 
① スキー場や遊園地のリフト券、入場券 
② 社員食堂、ファミリーレストランの食券、ポイントカード 
③ 百貨店、スーパーマーケット、専門店等のギフト券、ポイントカード。 
④ 電算室、機械室等の入退室時の IDカード 
⑤ レンタルショップのメンバーズカード、ポイントカード 
⑥ 商店街のポイントカード、プリペイドカード 
等である。中には 1件の商談が数千万になる案件もあったとのことである。 
第5項 MCカードシステム参入とイノベーション 
MCカード事業は、市場自体は既に存在していた。サトーは、これにカード表面への印字
という新機能を加えて市場参入したのである。よって MC カード事業参入は「機能強化イ
ノベーション」に分類されると考える。 
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MCカード事業への進出に際し、サトーはカードのリーダ・ライタを開発している。カー
ド表面への印字は電子プリンタ技術が活用できることから、新要素技術の導入は無かった
と考える。よって、MCカード事業は「既存産業・既存技術」型に分類される（図 6）。 
MC カード事業は、2010 年の今日においてもサトーの有力事業の一つである。本事業の
黎明期を振り返ってまず注目するのが、「カード表面に記憶内容を印字できるようにする」
改良である。これにより MC カードは消耗品化し、リピートオーダーが期待できるサプラ
イ製品事業となったのである。これは、印字技術を既に確立していたサトーならではの着
眼であった。自社の技術的シーズの活用が、市場における差別化とビジネスの収益性に直
結した、非常に美しい事業進出例であると考える。 
第15節 サトーの事業内容の変遷 
 以上、第 1章ではサトーの事業内容の変遷を俯瞰してきた。ここで得られる結論は、 
z ハンドラベラー期まで、サトーは潜在的な市場ニーズに応えることで新産業を創出し、
事業展開を進めていた。 
z 1970年代後半より、サトーは既存産業に対して事業展開を進めていった。 
ということである。サトーはハンドラベラーによってマーキング産業に進出することがで
きた。そして、この市場ではバーコードの登場や POS システムの台頭があり、これにサト
ーは積極的に対応していくことで、この産業における足場を固めることができた。そして、
1980 年代に入り「バーコード自動識別システム」を事業の中心に据えることで、マーキン
グから発展した自動認識業界の市場を深耕することが可能となったのである。 
 それでは、自動認識業界という産業に足場を固めた後のサトーは、どのようなイノベー
ションを通じて市場の深耕を実現していったのであろうか。第 2 章では、電子プリンタの
製品展開を通じて、このプロセスにおけるイノベーションを検証していく。 
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第2章 電子プリンタにおけるライフサイクルイノベーション 
本章ではサトーの主力製品である電子プリンタの製品拡充の歴史を振り返り、ライフサ
イクルイノベーションの観点から解釈を進める。事実関係は株式会社サトーの社史
（[6][7][8]）に基づく。 
サトーの電子プリンタの製品展開の歴史（図 21）を振り返ると、そこには以下の二つの
流れがある。 
z 産業の流れ 
¾ 小売業、衣料専門店・百貨店分野から産業分野へ 
z 製品仕様の流れ 
¾ 編集処理・発行速度の高速化 
¾ 印字幅の拡大と多様化 
¾ 印字方式の熱転写からダイレクト・サーマル方式への移行 
¾ 低価格化の実現 
 まずはこれらの流れに沿って、製品展開の経緯を概観していく。 
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81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95
熱電子プリンタM-2311 1981年 初代、JAN8桁バーコード印字 - -
GPプリンタM-5323 1982年 米小売り店要望によりタグ印字追加 - - ※
熱電子プリンタM-2700 1983年 M-2311後継機、JAN13桁対応追加 60mm/秒 32mm
バーラベM-3600 1986年 新企画、ハンドラベラー型電子プリンタ 32mm/秒 33.8mm
バートロニクスM-3380 1987年 サーマルラベル/タグ対応 60mm/秒 56mm
バーラベM-3200 1989年 M-3600後継機、低価格化を実現 60mm/秒 32mm
バートロニクスM-3485i 1991年 法改正、食品添加物表示に特化 100mm/秒 80mm
SATOC M-8000 1982年 衣料分野進出モデル、OCR文字対応 - -
SATOC M-8300 1985年 競合対策によるJIS第1水準の漢字対応 40mm/秒 104mm
SATOC M-8500 1987年 競合対策による高速化対応 100mm/秒 80mm
バートロニクスM-3480 1989年 衣料小売店POS向け低価格プリンタ 100mm/秒 80mm
SATOC M-8800 1990年 高速化対応 150mm/秒 80mm
SATOC M-8850 1992年 M-8800後継機、使いやすさを追求 - -
バートロニクスM-1500 1984年 物流業者要望、ペンスキャナ対応 - -
バートロニクスM-3300 1985年 M-1500後継機 - -
バートロニクスM-3360 1987年 サーマルラベル/タグ対応 60mm/秒 53.3mm
バートロニクスM-3800 1992年 新市場の物流システム向け、堅牢性重視 - 104mm
モバイルプリンタM-3100 1994年 新企画、モバイルプリンタ 22.5mm/秒 48mm
スキャントロニクスM-4500 1984年 産業分野進出モデル、インテリジェント機能 50mm/秒 69mm
スキャントロニクスM-4500S 1985年 バーコード自動識別システム対応 50mm/秒 69mm ※
スキャントロニクスM-4605 1986年 市場要望により高密度バーコードへ対応 40mm/秒 104mm ※
スキャントロニクスM-4680 1987年 競合対策による高速化対応 80mm/秒 104mm ※
トナー式電子プリンタLS210 1989年 高品質印字、高速発行、幅広・長尺用紙に対応 150mm/秒 216mm
スキャントロニクスM-4800 1990年 米メーカーの低価格攻勢に対抗、低価格化 125mm/秒 104mm
スキャントロニクスM-4760 1990年 営業要望による6インチ幅対応 60mm/秒 152mm
トナー式電子プリンタM-250 1991年 10インチ幅ニーズにトナー方式で対応 - 254mm
M-4100 1992年 営業要望による10インチ幅対応 - 254mm
M-4810 1992年 耐性ラベル、リボンの実現に伴う銘板分野進出 125mm/秒 104mm
スキャントロニクスM-4900 1993年 高速化対応 250mm/秒 125mm
スキャントロニクスM-4901D 1993年 東京ディズニーランドからの要望 250mm/秒 125mm
M4800RV 1994年 高速化対応 250mm/秒 104mm
EDI 100/200 1994年 EDI（企業間商取引）対応モデル - -
M-4000 1993年 サーマル紙の品質向上に伴う市場拡大に対応 80mm/秒 112mm
DT310 1994年 新スペック（3インチ幅）、印字レイアウト編集可 100mm/秒 80mm
DT300 1994年 新スペック（3インチ幅）、ベーシックモデル 100mm/秒 80mm
印字幅
小
売
業
向
け
衣
料
分
野
物
流
分
野
汎
用
産
業
分
野
用途 製品名 販売開始 開発のきっかけ 印字速度
：トナー方式
製造期間（※部分は関連情報より推定）
：熱転写方式
：ダイレクト・サーマル（感熱）方式
：熱転写/ダイレクト・サーマル兼用
 
図 21 サトーの電子プリンタにおける製品展開（1981年～1995年） 
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第1節 産業の流れと製品展開 
第1項 小売業、衣料分野との関わり 
産業の流れを見ると、製品の展開はまず、ハンドラベラー時代から取引があり、かつ POS
化を積極的に推進していた小売業界と衣料・百貨店業界から始まっている。1981 年（昭和
56年）に市場投入された初代熱電子プリンタ M-2311は、小売店における POSシステム導
入の動きに対応した、JAN コード（通産省が制定した日本の標準バーコード規格）が印字
できる機種であった。M-2311の翌年（1982年）に発売された SATOC M-8000は、衣料・百
貨店分野で採用された機械文字である OCR文字の印字を行う機種であった（図 22）。 
これら二つの業界は、1975 年（昭和 50 年）にそれぞれ POS 実験を行っている。小売店
の POS 実験は近商ストア東花園店で行われ、サトーはバーコード・ハンドラベラーを提供
した。衣料分野の POS実験は京都・西陣の戸部井で行われ、サトーは OCRターダン・プリ
ンタを提供していた。すなわち、この二つの業界とサトーの関わりは POS黎明期から深く、
電子プリンタの早期投入も必然だったのである。 
 
図 22 SATOC M-8000 
第2項 産業分野への展開 
小売業向け熱電子プリンタM-2311は、日本市場において好評を持って迎えられた。しか
し、アメリカの小売業では逆に殆ど売れない事態が発生した。これは、アメリカ市場では
バーコードを製品の製造段階から印字する「ソースマーキング」が普及し、店舗において
バーコードラベルを貼付する「インストアマーキング」のニーズが減少したためである。  
佐藤陽社長（当時）はM-2311のアメリカ市場における状況を知り、危機感を強めた。そ
こで考えたことが、当時アメリカでバーコード導入の流れがあった「産業分野」への進出
である。 
 1983 年（昭和 58 年）頃、アメリカの産業分野では、コード 39、インターリブド 2of5、
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コーダーバーの 3 種類のバーコードが全米統一工業規格として制定された。産業界でのバ
ーコード導入がいよいよ本格化していたのである。このような中、佐藤陽社長（当時）は
1983年 5月に行われた FMI展や関連各社の首脳陣と会談を行い、産業分野のバーコード・
プリンタに対するニーズを収集した上で、アメリカ滞在中に製品仕様を取りまとめた。 
 こうして製品化されたのが、サトーの産業分野における初の電子プリンタである、「スキ
ャントロニクス M-4500」である（図 23）。このプリンタは、従来インターメック社製のド
ラム・ハンマー式プリンタしかなかった産業分野において、新たにバーコードや文字の拡
大・縮小と回転ができる「インテリジェント機能」を持ち込み、大きな反響を呼ぶことに
成功した。 
 
図 23 スキャントロニクスM-4500 
第3項 物流分野への進出 
産業分野への進出と時を同じくして、佐川急便からの要望を受け、物流分野向けのバー
コード・プリンタを開発することとなった。これがバートロニクスM-1500である（図 24）。 
このプリンタは熱転写方式ではなく、ラベルに感熱紙を用いるダイレクト・サーマル方
式であった。ダイレクト・サーマル方式とは、印字にカーボン・リボンを用いず、サーマ
ルヘッドからの熱で直接ラベル上に印字する方式である。本方式はユーザーにとってリボ
ンを用いないことによるコスト削減メリットがある。 
しかし、当時の感熱紙は耐久性に問題があった。バーコードを印字しても黒部分が変色
し、白部分も灰色になることによって白黒のコントラストが低下し、やがてバーコード読
み取りができなくあるのである。 
このようなラベル上の問題があったものの、バーコードの使用期間が短時間である物流
分野においては、デメリットよりもコスト削減メリットの方が大きかった。こうした理由
から、ダイレクト・サーマル方式の採用となったのである。 
物流分野において、サトーは継続してダイレクト・サーマル方式のプリンタを提供して
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きた。そして 1994 年（平成 6 年）にはモバイルプリンタに進出し、「プリンタまでモノを
運ばなくても良い」という付加価値でもって、新たな市場ニーズ開拓を進めていくのであ
る。 
 
図 24 バートロニクスM-1500 
第4項 DCS商談への展開 
1984年（昭和 59年）、サトーは「バーコード識別元年」を宣言し、これよりバーコード・
プリンタを構成要素とする「バーコード自動識別システム」を販売していくようになった。
顧客の現場を見て、顧客の現場のシステムに対してバーコードの発行と読み取り機能を付
加することによる省力化提案を行うのである。これに類する商談はサトー内では「DCS 商
談」（DCS: Data Collection Systems）と呼ばれ、サトー固有のビジネスモデル DCS & Labeling
として発展していった。 
導入事例としては、通信販売大手の物流拠点における省力化提案や、食品製造現場にお
ける配送仕分け機能における省力化提案、さらには乗車券の発行と乗車人数の把握を連動
させたシステム提案等、枚挙に暇がない。 
この商材の「製品からシステムへの上位移行」は、サトープリンタの用途をさらに拡大
することとなった。これに伴い、プリンタも汎用的な製品が販売され始めた。それが 1993
年（平成 5年）に発売されたスキャントロニクスM-4000（図 25）や、1994年（平成 6年）
に発売された DT300シリーズ（図 26）である。これらのプリンタの用途は「生産」「物流」
「流通」「発券等その他サービス」を想定しており、多岐に渡っている。この頃になるとシ
ステム提案能力がサトーの大きな競争優位性となっており、このような汎用的なプリンタ
が真価を発揮するビジネスとなってきていたのである。 
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図 25 スキャントロニクスM-4000 
 
図 26  DT300シリーズ 
第2節 製品仕様の流れと製品展開 
第1項 編集・発行速度の高速化 
 バーコード・プリンタでは、まず受信したデータの解析・編集を行った後、バーコード
および文字の印字が行われる。バーコード・プリンタが処理速度を競うとき、それは編集
までの処理と発行動作の速さの二点が問われる。 
 サトープリンタの製品展開を振り返ると、この高速編集・発行速度の高速化を目的とし
たモデルチェンジが多くみられる。例えば 1987 年（昭和 62 年）に行われたスキャントロ
ニクスM-4605からM-4680へのモデルチェンジである。 
 M-4605は 1986年（昭和 61年）に登場した、サトーの産業分野向け主力プリンタである。
このプリンタは需要が増えつつあったものの、特にアメリカ市場において「編集速度が遅
い」という不評を買っていた。印字内容によっては、データが変わるごとに 30秒以上の時
間がかかっていたのである。 
この頃ゼブラ社が発表したスキャントロニクスの競合機種 Z-130は、編集速度が大幅に上
回っていた。そこでサトーは M-4605の見直しを行い、16ビットの CPUを搭載した高速化
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モデルM-4680を開発したのである（図 27）。この機種はM-4605に比べて編集時間は 1/3、
発行速度はM-4605の 50mm/秒に対して 80mm/秒であった。 
こうして、1980 年代後半）よりバーコード・プリンタは高速化競争の時代に突入してい
ったのである。 
 
図 27 スキャントロニクスM-4680 
第2項 産業分野向けプリンタにおける印字幅の拡大 
 産業分野向けプリンタでは、印字できる幅が 4インチ（104mm）のものが主流であった。
しかし、産業分野ではラベル上により多くの情報を記載したいというニーズがあり、これ
に対応することで徐々に印字幅の広いプリンタをラインナップすることとなった。 
まず、6インチの印字幅を持つスキャントロニクスM-4780が開発された（図 28）。1990
年（平成 2年）のことである。次に 10インチへの印字要望に対応すべく、トナー式プリン
タの M-250 が製品化された。このモデルは幅の広いカーボン・リボンを使用することによ
るシワ等のトラブルを回避すべく、トナー方式が採用された。サトーではトナー方式プリ
ンタ LS-210 を 1989 年（平成元年）に既にリリースしており、トナー方式に関する要素技
術は確立されていた。 
1992 年には熱転写方式（ダイレクト・サーマル兼用）による 10 インチプリンタ M-4100
が開発された（図 29）。幅広プリンタは小型ラベルを一度に並列して発行する運用も可能
であり、市場ニーズが高かったのである。 
そして 1994 年（平成 6 年）には、3 インチ幅の DT シリーズが発売された。これまで製
品ラインナップに無いスペック（印字幅 3 インチ）を持つ製品を投入することで、より広
範に渡る新用途開拓を狙ったのである。 
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図 28 スキャントロニクスM-4780 
 
図 29 スキャントロニクスM-4100 
第3項 熱転写方式からダイレクト・サーマル方式への移行 
サトーは 1981年（昭和 56年）世界で初めての熱転写式バーコード・プリンタを開発し、
電子プリンタ市場に参入した。そして、優れた印字品質を持つ熱転写式プリンタのライン
ナップを拡充し、市場ニーズに応えていった。 
一方、感熱紙にバーコード印字したいというニーズも常に存在した。物流分野や青果や
鮮魚の小売業である。これらの業界では、たとえ感熱紙の耐久性が低く、しばらくすると
印字が退色したり白地が灰色に変色していっても、使用期間が短い故に影響が無かった。
したがって、カーボン・リボンを使う必要がないためにコスト減となるダイレクト・サー
マル方式を好んだのである。 
サトーでも、バートロニクスM-1500からスタートして、物流分野や小売業向けにダイレ
クト・サーマル方式のプリンタの製造・販売を行っていった。しかし産業分野や衣料分野
向けのプリンタでは、品質の良い熱転写方式が採用されていた。 
この流れが 1990年（平成 2年）頃を境に代わる。感熱紙の耐久性が向上してきたのであ
る。これにより、カーボン・リボンを使わないことで元来コスト安のダイレクト・サーマ
ル方式のニーズが格段に高まっていくことが考えられた。 
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そこで、サトーはダイレクト・サーマル方式のサポートを徐々に拡大することになった。
産業分野向けプリンタでは、スキャントロニクスM-4800から熱転写／ダイレクト・サーマ
ル兼用とし、感熱紙の使用をサポートした。また、ダイレクト・サーマル専用のバートロ
ニクスM-3800を 1992年（平成 4年）、新市場である物流システム向けに開発した（図 30）。
このプリンタは感熱紙の塗工面が粗い場合にも耐えられるよう、堅牢性の高いサーマルヘ
ッドを装備していた。 
ダイレクト・サーマル方式のラインナップは 1993年（平成 5年）のスキャントロニクス
M-4000、1994年（平成 6年）の DTシリーズの発売を持って徹底的に強化された。これら
のプリンタは産業分野の広範に渡って販売されていき、バーコード・プリンタが活躍する
場面をさらに拡大していったのである。 
 
図 30 バートロニクスM-3800 
第4項 低価格化の実現 
1989 年（平成元年）は、熱転写式バーコード・プリンタが低価格競争時代に突入した年
である。きっかけは、アメリカ・ファーゴ社が 2,495 ドル（34 万 9 千円）という驚異的な
低価格プリンタを発売したことによる。このプリンタと競合するサトーのスキャントロニ
クスM-4638は、当時 4,995ドル（69万 9千円）であった。 
サトーは直ちにファーゴ社プリンタに対抗する戦略プリンタの開発に取り組んだ。そし
て完成したのがスキャントロニクスM-8400（注：海外機種名。日本名はM-4800）である（図 
31）。このプリンタの販売価格はファーゴ社と同じ 2,495 ドルに設定された。そして、機能
面では自己診断機能、印字する文字の輪郭を整形するアウトラインフォント機能、カーボ
ン・リボンのセービング機能等、優れた新機能が多く盛り込まれた。これにより、1990 年
（平成 2年）のアメリカ・スキャンテック展において、話題をM-8400に集中されることに
成功したのである。 
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図 31 スキャントロニクスM-8400 
この他にも、サトーは低価格プリンタを発売した。1989 年（平成元年）に発売されたバ
ーラベM-3200（図 32）やバートロニクスM-3480（図 33）である。これらのプリンタが低
価格で販売できたのは、製造コストの削減による。サトーは 1988 年（昭和 63 年）にマレ
ーシア工場子会社として BSM社を設立し、プリンタ他メカトロ製品の生産をマレーシア生
産に移行していったのである。M-4800についてはマレーシア生産移行に際して 1992年（平
成 4年）に VA設計（コスト削減のための価値分析）を行い、徹底的なコストダウンが図ら
れた。 
ただし、低価格路線はマレーシアにおける部品調達の都合にもよる。ハンドラベラーと
異なり、電子プリンタの販売台数は少なく、部品の購入量も少なくなる。当時マレーシア
で品質の安定した部品を供給できるのはある日系企業一社しかなく、この企業が部品の年
間使用分一括受注を供給の条件に挙げたのである。このため、サトーとしては製品を必ず
売り切らなければならなくなった。このような背景もあり、プリンタを低価格路線で徹底
的に売り切る販売戦略が採られたのである。 
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図 32 バーラベM-3200 
 
図 33 バートロニクスM-3480 
第3節 ライフサイクルイノベーションの観点で捉える製品展開の歴史 
 
図 34 サトーの電子プリンタ製品展開とイノベーション 
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 ここでは、サトーが電子プリンタを製品展開してきたプロセスを、イノベーションの観
点から捉えていく。図 34に分類結果を示す。 
第1項 製品リーダーシップ・ゾーン 
このゾーンでは、サトーは「製品イノベーション」を起こしてきた。 
まず、「熱電子プリンタM-2311」（1981年）が製品イノベーションに該当する。当時熱転
写式プリンタは前例がない機能であり、著しい差別化が図られているからである。この形
態のイノベーションは、製品の迅速な市場投入が必要であるが、M-2311 においても一刻も
早く市場に出して評価を得るため、あえて JANコード 13桁への対応を見送った。イノベー
ション理論からは、これは適切な対応であった。 
次に製品イノベーションに該当する事例が「バーコード自動識別システム」（1984年）で
ある。製品イノベーションには、製品の階層構造を移すことも含まれる。後の DCS & Labeling
に繋がるバーコード自動識別システムは、従来からの製品である電子プリンタを「部品化」
し、システムという新たな付加価値を提供した。これによりプリンタ自身も機能強化して
いき、提案可能なシステムの幅を拡充していったのである。この好循環は「プリンタとシ
ステムの共進化」と考えることができる。その発端となったのが「バーコード自動識別シ
ステム」構想であり、まさにイノベーションと呼ぶに相応しいインパクトを以後の事業展
開・製品展開に与えているのである。 
第2項 顧客インティマシー・ゾーン 
このゾーンには、製品成熟期における顧客に近い位置でのイノベーションが含まれる。 
サトーがこのゾーンのイノベーションで実践してきたのが、「製品ライン拡張イノベーシ
ョン」である。これは産業向けプリンタの幅広対応に典型的である。当初 4 インチ幅だっ
たものを、市場要望に応じて 6 インチ、10 インチと対応していったのである。顧客との親
密な関係を活かしたやり方であり、製品成熟期において適切なイノベーション・マネジメ
ントを行ってきたことが判る。 
このゾーンではもう一つ、サトーが実践してきたイノベーションがある。それは「機能
強化イノベーション」である。これは、サトーが電子プリンタの歴史において絶え間なく
行ってきたことである。特に顕著なのは、M-4800における自己診断機能、アウトラインフ
ォント、カーボン・リボンセーブ機能等であろう。ファーゴ社を初めアメリカ製熱転写プ
リンタの台頭に対し、サトーはM-4800によって低価格かつ高機能なプリンタで勝負に出た
のである。このプリンタを発表し、話題を独り占めしたスキャンテック展’90は、イノベー
ションの瞬間であったと言っても過言ではない。 
第3項 オペレーショナル・エクセレンス・ゾーン 
このゾーンで行ってきたサトーのイノベーションには、「プロセス・イノベーション」、「バ
 68 
リュー・エンジニアリング・イノベーション」および「バリュー・マイグレーション・イ
ノベーション」がある。 
まず、プロセス・イノベーションについては、電子プリンタ生産のマレーシア工場（BSM
社）への移行が該当する。これにより、プリンタの製造工程のコストダウンが図られ、バ
ーラベM-3200、バートロニクスM-3480、スキャントロニクスM-4800といった電子プリン
タのおいて低価格攻勢をかけることが可能になったのである。 
また、スキャントロニクスM-4800をマレーシア工場に生産移行する際に行った VA設計
は、バリュー・エンジニアリング・イノベーションに相当する。このイノベーションは、
製品の外部的な属性を変えることなく、原料や製造プロセスのコストを削減するものであ
り、VA設計は本イノベーションの典型例なのである。 
最後に、電子プリンタの低価格化戦略について触れたい。これはファーゴ社が 1989年に
発表した低価格プリンタに対抗するために始まった戦略だが、電子プリンタの付加価値に
期待をせず、電子プリンタを薄利多売することでその後のサプライ製品の売上に期待する
ということから、価値の転移、すなわちバリュー・マイグレーション・イノベーションを
起こしているのである。 
バリュー・マイグレーション・イノベーションは、1975年（昭和 50年）に佐藤陽社長（当
時）が「売上比率をメカトロ製品 20％、サプライ製品 80％にする」と宣言した時にも発生
している。当時は売上比率がちょうど逆であり（メカトロ製品 80％、サプライ製品 20%）、
海外の同業他社の比率と比較して佐藤陽社長（当時）はサトーの安定性を非常に危惧した
のである。したがって、サトーはバリュー・マイグレーション・イノベーションを経営レ
ベルでも実践してきた企業であるといえる。 
第4項 今後のイノベーション 
以上見てきた通り、サトーは成熟市場に相応しいイノベーションを起こし、結果成長し
てきた会社である。もし事業内容が現在でも成熟市場に位置しているのであれば、成熟市
場のイノベーションのうちまだサトーが積極的に試みていないものにトライすることで、
さらに市場ニーズを掘り下げていくことが可能である。 
サトーがまだ取り組んでないと思われるイノベーションは下記の通りである。 
■顧客インティマシー・ゾーン 
z マーケティング・イノベーション：購買プロセスでの潜在的顧客とのやり取りにおけ
る差別化にフォーカスする。例としては、TVドラマでの製品の使用やソーシャル・ネ
ットワークにおける口コミ・マーケティング、単一ベンダーによるアンテナ・ショッ
プの展開等がある。 
z 顧客エクスペリエンス・イノベーション：製品が提供するエクスペリエンスにおいて
価値提案を行う。製品自体はコモディティ化し、製品選択のリスクが無くなった状態
の消費者市場に適したイノベーションである。例としては、宿泊客の新聞の好みを記
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録しているビジネスホテル・チェーンやヨーロッパ調の雰囲気を強調したコーヒーシ
ョップ等がある。 
■オペレーショナル・エクセレンス・ゾーン 
z インテグレーション・イノベーション：多様な構成要素を一つの集中管理型のシステ
ムに統合することで、顧客の維持管理コストを削減するイノベーションである。例と
しては、投資信託、データセンター・システム管理、プリンタ／ファックス／コピー
のデジタル複合機等が挙げられる。 
 以上、成熟市場におけるイノベーションのさらなる可能性について述べてきた。しかし、
これはサトーが行っている事業がまだ成熟市場にあると仮定した場合の話である。仮に成
熟期を過ぎ、市場がカテゴリー再生ゾーンに突入してしまっている場合、イノベーション
理論の上では図 34における「自立再生イノベーション」や「企業買収再生イノベーション」
が必要となってくる。 
自立再生イノベーションは、現在の顧客が抱えている新しい問題を発見することで、企
業の方向性を変えるものである。IBMの Eコマース事業へのシフトが典型例と言える。 
企業再生イノベーションは、自社が買収するか買収されることによって、自社の事業を
別の市場に拡大したり、自社製品のための新しい販売力やサービス機能を手に入れるもの
である。かつてロータス社は自社単独でのノーツ市場再生は不可能と判断し、IBM に自社
を売却した。 
サトーが仮にカテゴリー再生ゾーンに位置しているとしたら、何がサトー固有の強みを
活かした再生イノベーションなのであろうか。三行提報という、サトー独自のナレッジ・
マネジメント・システムは、再生イノベーションにとってどのように役立つであろうか。
第 3 章ではこのような問題意識の下、サトーならではの将来に向けたイノベーション・マ
ネジメントを検討していく。 
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第3章 サトーの個性と今後のイノベーション・マネジメント戦略 
本章では、株式会社サトーが今後も繁栄を続けるための施策を検討する。具体的には、
まず三行提報の特性を示し、提報の得意分野と不得意分野を明らかにする。次にイノベー
ション理論にて提唱されている二つの重要概念「破壊的イノベーション」と「イノベーシ
ョンのトータル・プロセス」を解説し、故佐藤陽元会長がいかにしてこの役割を果たして
いたかを検証する。最後に、佐藤陽氏がいなくても社員全員によってイノベーションを起
こし続けるための、株式会社サトーならではのイノベーション・エンジン SHINE を提案す
る。 
第1節 三行提報 
第1項 三行提報とは 
 三行提報とは、故佐藤陽元会長が社長時代の 1976 年（昭和 51 年）に開始した、全社員
が毎日社長・副社長に対して提出する日報制度である。全社員が毎日例外無く、127文字の
日報をイントラネット上の提報システムを経由して提出するのである。三行提報のシステ
ム・フローを図 35図 35に示す。 
 
図 35 三行提報のシステム・フロー（[9]） 
提出された提報は、社長秘書室のスタッフによってフィルタリングされ、毎日 40通程度
が社長・副社長まで上程される。秘書室のスタッフは無所属・女性中心・若手と社歴の浅
い 6 名の担当者で構成されている。これは、サトーの中間管理層は男性が圧倒的に多く、
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責任部署・部門を持ち、また社歴も若くないことに対するカウンター・バイアスを意図し
ての構成である。 
良い提報を提出した社員は、評点を与えられる。評点は毎月合計され、チーム・個人が
表彰される。昇給、昇格においても人事考課の一項目として考慮される。賞与にも加算さ
れる。だから社員は皆、欠かさず毎日提出するのである（[9]）。 
 三行提報の正式名称は「会社を良くする創意・くふう・気付いた事の提案や考えとその
対策の報告」である。内容もこれに準拠したものが求められる。また、サブカテゴリーと
して「営業情報」、「改善報告」、「改善要望」、「新規提案」、「サトーのこころ」、および「そ
の他」がある。これらの分類に基づいて、社員は日々の活動報告や気づき、情報共有等を
行うのである。 
第2項 三行提報で得られる情報の特性 
ここでは特に、三行提報がイノベーションに関連して、十分な効果を持っているかを検
証する。検証の方法としては、2009年 4月から 12月の 9ヶ月の間に優秀とされた提報 974
件を取り上げ、特に製品や商談に関する 140 件にフォーカスした上で、内容毎に分類を行
った。分類に際して基準とした項目を表 2に示す。 
No 分類項目 内容 
1 要水平展開 導入に成功した事例のうち、顧客セグメントが明確であり、直ちに営業
活動を行える事例 
2 有望顧客 まだ導入が決まったわけではないが顧客より好感触を得ていたり、既存
製品の明らかな顧客であると判っている事例 
3 ストロングポイント 既存製品において、市場で高評価を得たり、競合他社にはない機能に関
する情報共有 
4 新用途提案 既存製品の新たな用途に関する提案や情報共有 
5 導入事例 導入が決まった事例の内容に関する情報共有 
6 商材紹介 特定の顧客向け商材や、展示会に出品する商材に関する情報共有 
7 顧客ニーズ 顧客要望や、他社によって顕在化している市場ニーズ 
8 既存商品の改善提案 既存製品における不便な点や判りにくい機能に関する改善要望 
9 新運用事例 営業 PR に繋がるような既存製品の新しい運用事例に関する情報共有 
10 新しい販売形態 他社製品と自社製品の新しい組み合わせ等に関する情報共有 
11 新製品提案 既存製品にはない機能を持つ新しい製品の提案 
12 顧客動向 顧客要望があり対応した事例 
表 2 製品・商談に関する三行提報の分類項目 
表 2に示した分類項目のうち、No.7の「顧客ニーズ」は、顧客に対してまだ具体的な価
値提供はできていないものの、既に顕在化した市場ニーズである。一方、No.11の「新製品
 72 
提案」は、既存製品にはない機能を持つ製品の提案であり、潜在的な市場ニーズの発見で
あると考えることができる。「顧客ニーズ」と「新製品提案」は、次の事業展開を考える上
で羅針盤となりうるものであり、非常に重要である。次に、分類結果を図 36に示す。 
 
図 36 製品・商談に関する三行提報の分類結果 
分類の結果、製品・商談に関する提報の内容は全 140件中、130件（約 93%）が既存製品
に関する内容であった。一方、具体化されていない製品に関する内容（「顧客ニーズ」およ
び「新製品提案」）は、10件（約 7%）であった。 
 ここで、「顧客ニーズ」と「新製品提案」について、さらに内訳を見てみることとする。 
z 顧客ニーズ内訳 
¾ 他社によって既に製品化されている：3件 
¾ 顧客から直接要望があった：3件 
z 新製品提案 
¾ 具体的にユーザーが使用する状況の説明あり：2件 
¾ 使用状況の説明は無く、製品機能のみ提案：2件 
 「顧客ニーズ」のうち、サトーが確実に商談を勝ち取れそうなのは、「顧客から直接要望
があった」3件である。「他社によって既に製品化されている」3件は差別化に繋がらず、
有力な顧客ニーズ情報とは言い難い。 
次に「新製品提案」に関しては、「ユーザーが使用する状況」まで言及した内容は 2件で
あった。ユーザーの使用状況を明確にすることは、新製品の市場性を確保する上で重要な
要素である。 
以上の分析から、具体化されていない製品に関する提案のうち、有望なものは計 5件（約
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3.6%）であることが判った。これは、サトーに高収益をもたらす市場ニーズの発見、特に
潜在的な市場ニーズの発見において、三行提報が十分な機能を有していない可能性を示唆
している。 
一方、既存製品に関しては、三行提報は強力な機能を有していると言える。それは、下
記の分類結果から明らかである。 
z 直ちに次の営業活動に繋がる情報（「要水平展開」「有望顧客」）：計 56件（40%） 
z 営業 PRおよびサポート情報（「ストロングポイント」「導入事例」「商材紹介」「新運用
事例」「新しい販売形態」「顧客動向」）：計 54件（約 39%） 
z 既存製品を基にした商品企画に役立つ情報（「新用途提案」）：計 13件（約 9%） 
z 既存顧客の利便性向上に繋がる情報（「既存製品の改善提案」）：計 7件（5.0%） 
 以上の分析から、三行提報は既存製品の販路拡大や新用途展開を行っていく上で、有力
情報を収集できるナレッジ・マネジメント・システムであることが判った。したがって、
市場が成長期・成熟期の場合、非常に有効なシステムであると言える。 
一方、まだ製品化を行っていない製品に関しては、三行提報は必ずしも強力なシステム
とは言えない。したがって、市場がカテゴリー再生ゾーンに入っている場合、三行提報か
ら自立再生イノベーションのきっかけとなる情報を得られる可能性は低いと考える。 
以下に、三行提報に関する結論を述べる。 
z 三行提報は、既存製品の顧客開拓、販売促進、新用途開拓に関する情報の蓄積に優れ
たナレッジ・マネジメント・システムである。 
z 三行提報は、現在製品化されていない、市場の潜在的ニーズの発見に関しては、十分
な機能を有しているとは言えない。 
 企業が高収益を上げ、さらに持続的に成長していくためには、市場の潜在的ニーズの発
見とそれに応える製品やサービスの提供が必要である。これを実現するための施策を、次
節にて検討する。 
第2節 サトーの未来に向けたイノベーション・エンジン SHINE 
前節までの議論を踏まえ、本節ではサトーが今後発展していくために必要なイノベーシ
ョンを起こすための施策を検討する。まず、潜在的ニーズを発見するために、三行提報の
強化案を提案する。次に、イノベーションのトータル・プロセスを体現した「チェーン・
リンク・モデル」（[3]）とサトーの研究開発体制の現状を比較し、強化ポイントのリストア
ップを行う。最後に、これまでの議論を包括した形で、サトーの個性を活かしたイノベー
ション・エンジン SHINEを提案し、本論文の成果とする。 
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第1項 三行提報の強化 
現在の三行提報の特性を第 3 章第 1 節第 2 項で述べた。そこでは、三行提報が既存製品
を活かす上で有効なナレッジ・マネジメント・システムであることが明らかになった一方、
創業者である故佐藤陽元会長が実践していたような潜在的な市場ニーズの発見においては、
必ずしも有効と言えないことが判明した。 
ハンドラベラー等の例に見るように、サトーは元々市場に無い製品を具体化し、それを
発売することで成功を収めてきた企業である。この機能を取り戻すには、故佐藤陽元会長
が担っていた「潜在的ニーズを発見する」仕事を、社員皆で行うことが必要である。そし
てこれを実践するには、三行提報を機能強化すれば良いのである。 
 機能強化の内容としては、三行提報に「潜在ニーズの発見」というサブカテゴリーを追
加する。具体的には、「片付けたい用事」「困っている人」「困っている状況」「現在の解決
策」「本来あるべき機能」を設けるのである（[2]）。各項目の内容を表 3に示す。 
項目 内容 
片づけたい用事 顧客の現場にて問題となっている業務内容 
困っている人 問題があると感じている当事者 
困っている状況 業務内容の具体的な問題点 
現在の解決策 他に選択肢がないので仕方なく採用している解決策 
本来あるべき機能 本来あるべき機能や製品の仕様 
表 3 三行提報に追加する「潜在ニーズの発見」 
具体的に三行提報で提案を行った場合を考えてみる。ある食品加工会社の購買部門では、
農産物へのバーコード貼付を生産者ではなく食品加工会社で行っている。生産者は忙しく、
バーコードを印字したラベルを発行し、農産物に貼付するという一連の作業を行う時間が
無いためである。しかし、情報とモノの紐付けを間違いなく行うには、生産者の現場でラ
ベリング作業を済ましてしまうことが望ましい。また、生産者がラベリング作業を行えば、
何より食品加工会社の負担軽減になる。そこで、表 4のような提案を三行提報に行う。 
項目 提案内容 
片づけたい用事 農産物に対するバーコードラベルの貼付 
困っている人 食品加工会社の購買・調達部門 
困っている状況 生産者は忙しいため、バーコード貼付を行う時間がない。 
現在の解決策 生産者が納入後、食品加工会社にてラベリング作業を実施。 
本来あるべき機能 生産者が農産物の収穫の傍ら、手軽かつ安価にバーコードラベルを発
行・貼付できる仕組み 
表 4 「潜在的ニーズの発見」に関する具体的な提案 
表 4 の「本来あるべき機能」は、既存製品の組み合わせで直ちに解決できるものでなく
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てもよい。何らかの技術的シーズが発見されたときに、製品化を行えばよいのである。実
際にハンドラベラーでは、潜在的市場ニーズを発見した 1942年から 18年経った 1960年に、
感圧粘着紙という技術的シーズと出会い、これで製品化が実現して大成功を収めた。した
がって、ここで提案した三行提報強化案は、潜在的市場ニーズの発見と製品化に必要な技
術的シーズの発見の間のタイムラグをうまく緩衝する仕組みであるとも言える。 
しかし、情報伝達が飛躍的に高速化している現代において、新製品実現のための新要素
技術登場を受動的に待っていては、厳しい事業環境を生き残っていくことはできない。そ
こで必要なことが、会社を「イノベーションのトータル・プロセス」である「チェーン・
リンク・モデル化」することである。 
第2項 研究開発体制の強化 
 企業が高収益を上げ続けるためには、潜在的ニーズはあったもののこれまで製品が無か
った市場ニーズに対し、いち早く製品をリリースすることである。これによりしばらくの
間（特許や技術的困難さによって）市場を独占でき、高収益を上げることができる。やが
て競合他社による市場参入により、製品はコモディティ化し価格競争が始まるが、その時
までに次のイノベーションを仕掛けておけば良い。 
 このような理想的なサイクルを、サトーはどうしたら実現できるであろうか。一つの答
えが、イノベーションのトータル・プロセスを体現した「チェーン・リンク・モデル」（[3]）
との比較から得られる。 
 表 5は、チェーン・リンク・モデルにおける重要項目と、サトーの対応状況である。 
項目 内容 対応状況
潜在ニーズの発見 市場で製品として具現化されていないニーズの発見 × 
市場動向調査 事業環境に関する俯瞰的な調査 △ 
技術動向調査 現在の事業だけでなく、将来の事業領域の意思決定の基
礎となる俯瞰的な調査、および協業先の開拓 
△ 
主要顧客との共同開発 オープンラボや市場テスト等を通じて共同開発できる
パートナー 
△ 
技術的プラットフォームの柔軟性 主要顧客と共同開発する際に再構成等を容易に行える
モジュール構造化 
× 
表 5 チェーン・リンク・モデルと現在の研究開発体制の比較 
 潜在ニーズの発見については、三行提報の分析結果（エラー! 参照元が見つかりません。）
に示した通り、現行ではカバーし切れていない部分である。これをカバーするための一つ
の解決策が、本節第 1項に示した三行提報強化案である。 
 市場動向調査と技術動向調査に関しては、自社の現在の事業領域に関連した部分だけで
なく、将来の事業領域をどこにするかの意思決定の基礎となる俯瞰的な調査が必要である。
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これは社員一人ひとりの気づきだけではカバーし切れない。専門チームまたは社員が持ち
回りで一定期間ずつ専任する等して、継続的な調査を行う必要がある。佐藤陽社長（当時）
の時代は、例えば電子プリンタ参入に至る経緯等から（第 1 章第 10 節）、社長がこの機能
を担っていたと推察される。この機能を今後、組織として補完していく必要がある。 
 主要顧客との共同開発は、佐藤陽社長（当時）の時代に頻繁に行われていたことである。
自動結束機は朝日新聞社と、ハンドラベラーは大宮のスーパーマーケットと市場テストを
通じて共同開発を進めていた。また、POS システム黎明期においては東急ストアにおける
市場テストに参画し、積極的に市場ニーズを吸収していた。サトーは今後、これまで市場
に無かったような製品の試作品を使用し、次の試作品に繋がるようなフィードバックをく
れるような主要顧客の開拓が必要になってくる。 
 最後に、技術的プラットフォームの柔軟性についてであるが、これは主要顧客と研究開
発チームが、開発と試験運用を通じて真の顧客ニーズを特定し、それに基づいてさらに改
良していくという一連のイノベーション・プロセスにおいて、前提となる要素である。な
ぜなら、技術的プラットフォームの柔軟性無くして製品仕様の試行錯誤は不可能であるた
めである。技術的プラットフォームの柔軟性こそ、製品イノベーションのゆりかごなので
ある。 
第3項 イノベーション・エンジン SHINE 
ここで、本章で述べてきたインベーションの必須要素をすべて盛り込んだモデルを提案
する。サトーならではのイノベーション・エンジン SHINEである。SHINEという名称は、
故佐藤陽元会長の名前「陽」と、社員の読み「しゃいん」にちなんだ。佐藤「陽」氏が果
たしてきた役割を「社員」全員が担うことで、「輝かしい（shine）」未来を築こうという構
想である。 
SHINEのシステム構成を図 37に示す。ベースにあるのはチェーン・リンク・モデル（[3]）
である。チェーン・リンク・モデルから発展させた部分は、強化後の三行提報との連結で
ある。これにより、チェーン・リンク・モデルでは不明確であった「潜在的市場ニーズの
発見」機能が、強化された三行提報よって担保されるのである。 
また、チェーン・リンク・モデルでは明示されていない「主要顧客との協働」について、
SHINE では明示的に記載している。これは研究開発から商品流通・サービスに至るまで顧
客と連携することで、初めて強力な製品を開発できると考えての変更である。 
図 37 に示した 4 つの強化ポイントは、これまで本章で取り上げてきたポイントであり、
サトーが今後イノベーションを起こして成長を続けていく上で必要となる改善点である。
具体的な内容を表 6に示す。 
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図 37 サトーならではのイノベーション・エンジン SHINE 
強化ポイント 項目 内容 
① 三行提報の強化 「潜在的市場ニーズの発見」機能の追加 
② 調査機能の強化 市場動向、技術動向を俯瞰する機能の強化 
③ 主要顧客との協働 試作品の市場テスト等を重ねながら製品開発を進
めていくためのパートナー 
④ 技術的プラットフォームの強化 モジュール化を進め柔軟性を高めることで、サトー
の開発部隊と主要顧客が試行錯誤しながら試作品
を連続的に開発できる体制を構築 
表 6 SHINEによって強化されるポイント 
 本論文ではまず、サトーが過去数々のイノベーションを起こしてきた事実を確認した。
そして、今後サトーが成功し持続的成長を続けて上で必要なことが「潜在的市場ニーズの
発見」と製品化に向けたシステム機能であると考え、イノベーション・エンジン SHINEを
提案した。本論文がサトーの永続的かつ安定した経営に寄与することを願って止まない。 
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